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概要 
世界的な低炭素化の中、我が国では、FIT（電力の固定価格買取制度）の効果もあり、
住宅用太陽光発電（Photovoltaic：PV）システムの導入が増加してきたが、災害時の電
源喪失で住宅用 PV システムの出力停止問題が発生してきた。そこで、本論文では、災
害など電力系統遮断時でも簡易接続が可能な即効性ある自立電力供給システムを提案
し、そのための専用電力変換装置 NBDC（非絶縁双方向 DCDC コンバータ：Non-isolated 
Bidirectional DCDC converter）の開発、および災害時に対応が可能な EV（Electric Vehicle）
電力輸送を用いた電力供給継続の検証を目的とする。 
ここでは、緒論として本研究背景と、先行研究調査に基づく研究目的を第 1 章に示す。
太陽光発電の出力電力は天候に左右されるため、変動抑制を行う住宅用 PV-PCS（Power 
Conditioner System：PCS）を用いた電力供給システムの基礎的検討を第 2 章に示す。第
3 章では、住宅用を想定した EV 蓄電装置連係 PV-PCS 電力供給システムを用いた避難
住宅の電力供給継続を検討するため、非常時の電力供給運用支援を可能とする EV 蓄電
装置を移動可能蓄電池と見立てて、自治体運用の停電時でも自立可能な電源施設（ごみ
発電所）からの EV 電力輸送を行ったときの消費電力を推定するシステムを提案してい
る。第 4 章では、平常時の系統連系における EV 蓄電装置併設システムを用いた PV 出
力変動抑制を行う PV Fluctuation Suppression–Simple Moving Average 制御（PVFS-SMA）
のシミュレーション解析から EV 蓄電装置の充放電電力特性を明らかにし、蓄電装置充
放電電力の低減手法を用いた応用展開を検討している。提案するシステムは、既設住宅
用 PV-PCS システムと EV 蓄電装置とを PV 直流接続端子で連結できるため、どの住宅
用太陽光発電システムに対しても普遍的で即効性のある接続が可能となる。この提案シ
ステムに用いる直流電力変換装置 NBDC の制御回路の開発と動作検討を第 5 章に示す。 
 災害などの非常時には、系統電源遮断（電源喪失）時にも避難生活に必要な最低限の
電力を確保できることが重要である。NBDC 併設の EV 蓄電装置連係 PV-PCS 自立電力
供給システムを用いて、非常事態への対応として被災世帯の住民が被害の無い戸建住宅
へ避難することを想定した場合、EV2 台を「移動可能な蓄電装置」として蓄電装置の消
費電力推定を行う電力輸送ルート地理情報支援システム（Geographic Information 
System：GIS）を活用することで、EV-2way 方式 PV-PCS 電力給電システムが電力供給
継続に寄与できることを示す。本方式は、日本の自治体における避難計画策定支援ばか
りでなく海外の住宅用 PV-PCS へ水平展開が可能であるとともに、平常時の PV 電力変
動補償機能が加わることで、より系統にやさしい制御が確立されていくものと期待でき、
平常時・非常時の双方で電力供給支援の将来性を示す。  
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第 1 章 緒論 
1.1 序論 
18 世紀～19 世紀の産業革命期以降、世界は化石燃料によるエネルギー大量消費の時
代となった。しかし、この化石燃料の大量消費に伴い、発生される CO2 による地球温
暖化が問題となり、国連の「気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on 
Climate Change：IPCC）」では、1906 年から 2006 年までの 100 年間で地球の平均気温
0.74℃の上昇の報告と環境への悪影響が警告された[1]。さらに、化石燃料の石油、石炭、
天然ガスなどは有限資源であり2009年の可採年数はそれぞれ46, 119, 63年[2]と言われ、
枯渇が問題となっている。我が国は資源が乏しく、石油の 98%は輸入に頼っており国産
エネルギーの確保が重要課題である[3]。 
2011 年 3 月に発生した東日本大震災以降、原子力発電の停止によるベース電源不足
が火力発電によって補われている。火力発電所は化石燃料による発電であるため、CO2
排出の原因となり地球温暖化や化石燃料枯渇の問題に拍車をかけている。このため、日
本政府は、2012 年 7 月 1 日に「再生可能エネルギーのための固定価格買取制度（Feed in 
Tariff：FIT）」を施行して、再生可能エネルギー普及を進めている。再生可能エネルギ
ーとは、①太陽光、②風力、③地熱、④太陽熱、⑤水力、⑥大気中の熱その他の自然界
に存する熱（地熱、太陽熱は含まない）、⑦バイオマス（化石燃料は除く）である[4]。 
我が国の太陽光発電普及の具体的な目標は、2008 年 7 月に閣議決定された「低炭素
社会づくり行動計画」において、太陽光発電を 2020 年度に 2005 年度の約 10 倍の約 1400
万 kW、2030 年度には約 40 倍の約 5300 万 kW 導入を目標とし、2020 年度までに 2005
年度の 20 倍の 2800 万 kW に目標が上方修正するなど、太陽光発電の導入が我が国政府
によって重要な位置付とされている[5]。総務省統計によると戸建住宅の総数は、2008
年に約 5000 万戸と想定している[6]。仮に、太陽光発電が設置可能な住宅を 2000 万戸
とした場合、平均的に各戸に 4kW の太陽光発電の設置が可能であれば総電力が約 80 
GW となる[7]。このように、住宅用太陽光発電にも非常に大きな量的可能性がある。 
しかし、太陽光発電システムは、日射量により発電量が変動し夜の発電ができないと
いった自然環境に左右される問題がある。電力供給が火力発電などの集中型電源のみで
あれば、需要家の過去電力需要量実績をベースにイベント等の社会的要因や気象条件に
基づいて発電量を調整すれば安定運用を行えるが、発電量増減（出力変動）の可能性が
ある太陽光発電システムや風力発電システムが電力系統に繋がった場合、電力系統の安
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定性への悪影響が懸念されている[8]。 
一方、低炭素社会に向けた取り組みとして、自動車業界でもクリーンな技術である電
気自動車に注力している。電気自動車は、何度となく市場投入が試みられてきたが、航
続距離や車両価格・電池の短寿命などの問題で普及に時間を要していた。しかし、リチ
ウムイオン電池の実用化を契機に、コミューター型電気自動車の市場投入、ハイブリッ
ド技術の実現、プラグインハイブリッドの技術展開が行われており[9][10]、現在、電気
自動車はこれまで以上に普及が進んでいる。そのため、電気自動車の蓄電装置を、「電
気エネルギーを貯めて運ぶ移動体」とした電力貯蔵装置と考えることもできる。 
 
1.2 太陽光発電システムの大量導入 
再生可能エネルギーの導入について述べる。日本政府は 2003 年（平成 15 年）から「電
気事業者による新エネルギー電気等の利用に関する特別措置法」に基づき RPS
（Renewables Portfolio Standard）制度「電気事業者に毎年度，一定量以上の再生可能エ
ネルギーの発電や調達を義務付ける制度）を開始し、再生可能エネルギー導入拡大を進
めてきた[11]。2009 年（平成 21 年）には、住宅用太陽光発電「余剰買取制度」が導入
され、太陽光発電システムの電力のうち余剰電力を買取対象として住宅用（10kW 未満）
買取期間を 10 年間固定（導入当初 48 円/kWh）の段階的導入が進められてきた[12]。東
日本大震災を契機に、2012 年（平成 24 年）7 月「固定価格買取制度（FIT）」の導入が
拡大[13]され、2014 年には 1431.5 万 kW の導入に至っている[14][15]。この状況と並行
して、日本政府は電力システム改革を行うべく、2015 年（平成 27 年）4 月には「電力
広域的運営推進機関（OCCTO）」を発足させている[16][17]。以下に再生可能エネルギ
ー政策の変遷について記載する。 
① 補助金による支援（1997年～） 
新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（「新エネ法」）を制定 
新エネルギーの導入事業を行う民間事業者に対し、費用の一部を補助。また、金融
機関からの借入に対する債務保証を実施。新エネルギーの導入事業を行う地方公共
団体に対し費用を補助。 
② 義務量の枠付け（ＲＰＳ制度）による支援（2003年～2012年） 
2003年ＲＰＳ制度開始電気事業者に、一定量の再生可能エネルギー電気の調達を義
務付ける施策を実施（価格は固定していない）。 
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③ 固定価格での買取りによる支援（投資回収の見通付与）（2009年～） 
・2009年余剰電力買取制度の開始 
500ｋＷ未満の太陽光について、電気事業者に、国が定めた調達価格・調達期間
での、再生可能エネルギー電気の調達を義務付け。 
・2012年7月固定価格買取制度（FIT）の開始 
太陽光・風力・水力・地熱・バイオマスについて、電気事業者に、国が定めた調
達価格・調達期間での再生可能エネルギー電気の調達を義務付け。 
 
図 1.1 に、再生可能エネルギー等（大規模水力除く）による設備容量の推移を示す。
2009 年に、500kW 未満の太陽光を対象に「余剰電力買取制度」が開始されて以降、大
規模水力を除く再生可能エネルギー等による設備容量の年平均伸び率が、5%から 9%に
上昇した。2012 年 7 月に「固定価格買取制度」が開始されて以降は、2014 年 3 月末時
点で既に 2955 万 kW の導入量に達するなど、設備容量は前年度比 33%上昇している
（2013 年度の設備容量は 2014 年 3 月末まで）。特に、大容量設備の太陽光発電の導入
量の伸び率が大きい[18]。太陽光発電導入状況において、日本では太陽光発電の年間導
入量は 2014 年度約 900 万 kW であり、2014 年度末までの累積設備容量は 2400 万 kW
以上に達した。2012 年 7 月に始まった本格的な FIT 制度により導入量は開始前の約 4.5
倍に到達し、世界第 2 位である。その変化要因として、2009 年 1 月の日本政府による
補助金制度と 2009 年 11 月開始の余剰電力買取制度が挙げられる。この効果に伴い、図
1.2 に示すように太陽光発システムを標準搭載する新築の戸建住宅（40%）が増加して
いる[19]。 
太陽光発電システムを搭載した住宅の実用例として、「日出に稼働－日没に自動停止」
を行う住宅創エネ太陽光発電システムがある。外出時も自動運転でき、停電などの非常
時にも自立運転の切替えによって日中に特定コンセントから最低限の電力確保が可能
など、様々な太陽光発電システムを搭載した新築住宅が拡販されていくと考える[20]。 
しかし、新築に対する住宅用太陽光発電システム搭載の増加とともに、戸建住宅への
太陽光発電の設置件数も増加していくものと推測でき、この導入量から発電される電力
が、今後、電力系統などに問題を生じていくことが懸念される。 
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再生可能エネルギー等による設備容量の推移 [18] 
Fig.1.1 Trend in the Renewable energy installed capacity 
 
 
 
 
住宅用太陽光発電累積導入件数 [19] 
Fig.1.2 Accumulation of Japan’s residential PV system introduction amount 
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再生可能エネルギーのうち、太陽光や風力のように自然環境に依存して発電電力量が
変動してしまう電源は「自然変動電源」として周知されている。前述したように、太陽
光発電は今後も導入され続けていくために重要な問題と考えられる。この自然変動電源
の大量導入において、種々の関連した課題（周波数変動あるいは需給調整量の不足・供
給信頼度低下）が議論されている[21]-[23]。また、電力系統の電力潮流・電圧分布の不
確実性が増し、供給信頼性や電力品質低下、電力系統の計画・運用・保護の問題を引き
起こす可能性が指摘されている[24]-[28]。自然変動電源の大量導入による需給変化や、
それに伴う問題を図 1.3 と図 1.4 に示す[29][30]。 
周波数問題とは、太陽光発電などの自然環境によって発電電力量が変動する自然電源
を、電源系統に接続連系したときに、電源周波数に変動が生じる問題である（周波数と
は 1 秒あたりの発電機回転数）。すなわち、系統接続により火力発電所などが行ってい
る負荷周波数制御（Load Frequency Control：LFC）に影響を与える可能性がある。LFC
は、定常時での電力系統の需給バランスをとるため、系統周波数や連系線潮流の変化を
検出して出力調整可能でかつ調整余力がある石油・LNG 火力発電や貯水池型水力発電
などの発電機出力を変化させ、系統周波数を適正範囲に維持する制御である。時間単位
の需要変化に対しては発電機の投入・解列で対応できるので、発電機出力調整において
は、主に 20 分程度の周期で変動する負荷調整を分担するので、太陽光発電の出力の変
動が加わることで、供給エリアごとに確保している調整力が不足してしまう可能性があ
る。太陽光発電の出力は、天候などの影響で変動するため予測が難しく、太陽光の導入
量が拡大すると、その変動に対応する周波数調整力が不足する問題が生じる[29]。 
需給調整問題とは、太陽光発電の増加により需要の少ない時期（軽負荷期）に、ベー
ス供給力（原子力、水力、火力最低出力）等と太陽光による発電量が需要を上回り、電
力の余剰を発生させることである。太陽光発電が増加すると、系統側の電源設備・流通
設備とも稼働率が低下し、起動停止操作に伴う電力損失により電源・流通双方でのコス
トアップが懸念されている[29]。 
 このように、自然変動電源である太陽光発電が大量導入された場合、昼間を中心とし
た不規則な余剰電力に起因する出力変動に応じた火力発電の激しい負荷追従運転が発
生し、常識を超えた系統運用や低減手法が必要となってくる[31]。したがって、今後の
導入量の増加に伴う出力変動を吸収低減させることが太陽光発電システムの設置に対
して課題となる。 
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自然変動電源の大量導入による需給変化 [29] 
Fig.1.3 Demand change by mass introduction to the natural fluctuation source 
  
 
 
 
自然変動電源の大量導入に伴う問題 [29] 
Fig.1.4 Problem in mass introduction to the natural fluctuation source 
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1.3 自然災害と電力供給継続 
我が国は夏の台風、冬の暴風雪などより厳しい自然環境にさらされることがある。地
震や火山が多い国土でもあるため自然災害の被害を受ける可能性が高い。これら自然災
害は大規模停電を発生させている。電力システムにとって代表的な脅威は雷であったが、
避雷・絶縁・保護システム技術の高度化によって大停電は稀となった。大停電を引き起
こす最たる自然災害は、やはり地震と台風などの局所的な自然災害（集中豪雨・雪害含
む）である。 
電源喪失の事例として、1995 年 1 月「兵庫県南部地震による阪神淡路大震災」によ
る約 260 万件の大停電があり、停電復旧には 6 日かかった。これは、都市近郊の直下型
地震で架空配電設備に被害が多かったためである[32][33]。また、2011 年 3 月の「東日
本大震災」での停電は、東北電力管内で約 466 万件（全戸数の約 78%、8 日後に約 98%
停電解消）、東電力管区内で約 405 万件（全戸数の約 20%、7 日後にすべて停電解消）
であった。この震災の特徴は東北地方北部太平洋沿岸から関東地方北部沿岸までの広い
範囲で大津波が発生し、沿岸部の火力や原子力発電所も浸水被害を受けたため電力供給
源を失った結果である[34]。台風については、毎年 2･3 個の台風が上陸している。暴風
雨や土砂崩れによる被害は絶えないが、近年は阪神淡路大震災クラスの大規模停電は発
生していない。しかし、海外では、アメリカ東部の 2012 年 10 月「ハリケーン・サンデ
ィの上陸」で広範囲停電が発生した。停電件数は約 860 万件と東日本大震災のときの停
電規模に匹敵し、完全復旧するまでに 10 日以上費やしている[35]。 
これらの自然災害による電力システムの被害を要約すると、地震による直接的被害と
して鉄塔や電柱の倒壊等による送変電・配電設備が損傷し電力分配機能の低下による停
電が発生する。津波は沿岸に位置する発電所を浸水させる危険性があり、発電能力不足
によって停電を引き起こす。台風などの暴風雨は上陸した経路に依存するが、発電所や
変電所の浸水、送配電設備の損傷による停電が広域化する。 
 
このような自然災害による電力供給の継続問題は重要である。自然災害インパクトを
電力システムが受けた際、いかに可能な限り速やかに健全な状態に回復できるのかをレ
ジリエンス（復元力）という視点がある[36]。電力システムのような巨大なインフラシ
ステムの復旧過程には、送配電設備と需要の地域的広がり、復旧要員の行動力など多様
な要因が絡んでいるが、停電戸数の減少過程の因果関係をきめ細かく分析し、それに基
づく対策が将来の大震災に対する備えとなる。将来、発生が予想されている南海トラフ
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巨大地震や首都直下型地震を電力システムのレジリエンス（復元力）を向上させる方策
を検討した電力安全小員会の報告によると、大規模電源・基幹送変電設備側の対策とし
て、想定被害の電力供給量把握と非常用発電システムの導入推奨の方策が挙げられてい
る[37]。自然災害による電力システムのレジリエンス向上方策は主に大規模電源と基幹
送変電設備に関するものであるが、大規模な太陽電池の導入を考えた場合、需要側の分
散電源を利用する方策も必要になる。 
 
災害時に健全な状態で生き残った既存の配電ネットワークを使用して自立運転を行
う方策が検討されている[38]。代表的な例として、住宅用の太陽光発電システムを非常
用電源として夜間も用いるため蓄電装置を併設する方策で、これは阪神淡路大震災の研
究で指摘されている[33]。また、クラスター拡張型グリッドというマイクログリッドと
類似した方策がある。すなわち、東日本大震災後の大規模発電所の停止によって配電設
備に被害がなかった地域でも停電が発生したことを受けて、正常時のクラスター間の連
係運転を用いて上位系統の事故発生時に各クラスターが自立運転を行い、配電ネットワ
ークの非常時自立運転により電力供給継続を行うものである[39]。配電ネットワークの
有効利用については、一般に「単独運転」と認識されており、保守安全面から電気設備
技術基準の省令により制限がある。しかし、配電線の各区間の分散電源を活用して各区
間における分散電源出力と重要負荷の需給平衡および電圧と周波数の品質を保つ自立
分散制御ができれば、自立運転可能な配電ネットワーク（Islanded Distribution Network：
IDN）を用いて家庭用 PV や燃料電池 FC（Fuel Cell）、電気自動車 EV と交直変換器を介
して配電線に連系する分散電源の活用が検討されている。この IDN 技術の実現のため
には、負荷制御と電気自動車 EV バッテリー群による最適需給の運用や、単相分散電源
群による IDN 電圧制御等、基礎的な研究が必要であり、実際、取り組まれている[40][41]。 
 
このように、災害時に被害を受けずに生き残った健全な分散電源や電力設備などを上
手に運用制御して停電の被害を最小化する非常時対応の電力供給継続技術は、自然災害
の多い我が国にとって大変重要な課題である。 
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1.4 研究目的 
前節で示したように、再生可能エネルギーである太陽光発電システムの大量導入には、
天候変化による出力変動の影響により周波数問題あるいは需給調整問題、系統電圧上昇
問題がある。また、自然災害によって系統遮断（停電）が発生するとメガソーラーのよ
うな大容量電力源から需要家への電力供給が停止し、停電復旧まで孤立状態となりうる
問題がある。住宅用太陽光発電システムは、需要家自身の家屋の屋根などに設置されて
いるために日中は自立運転機能を用いて自立コンセントから AC100V の電力を得るこ
とができるが、夜間や雨天などには電力供給継続ができなくなる。 
太陽光発電システムの大量導入に対する技術として、大容量太陽光発電からの電力が
需要家などで消費できない場合、系統電圧上昇を発生させないための低圧側無効電力制
御およびタップ制御の適用技術や、電力変動低減を行うために負荷急増時や太陽光発電
出力減少時に、大型蓄電装置から交流電力変換装置を介して蓄電池放電制御を行う技術
がある[42][43]。また、大容量に対応させるため系統電力の品質向上を行う電池連係電
力貯蔵用パワーコンディショナを用いて、250kVA 相当交流電力を平準化させる大容量
装置を適用した蓄電装置との交流電力連系技術がある[44]。一方で、電気自動車には大
容量の蓄電池が搭載されており、電気自動車蓄電池の大量系統連系の際に導入量状態と
電圧上昇状態を監視して区分開閉器動作の最適化を図る技術や、多数台ヒートポンプ給
湯器と電気自動車蓄電池大量連系の同時制御により高い負荷周波数変動を抑制させる
研究が行われている[45][46]。今後の住宅用太陽光発電システム連係台数増加を見据え
て住宅用太陽光発電装置の力率制御と系統既設の負荷タップ切替変圧器を用いた協調
型電圧制御法が提案されている[47]-[49]。蓄電池直流リンク型制御装置が一体となった
住宅用パワーコンディショナによる需要電力量を加味した最適蓄電池容量の提案や、地
域大量導入を考慮した地域供給系統流通設備のモデル化を行い線路電圧降下補償器に
よって系統電圧上昇を低減させる研究もある[50]-[52]。また、住宅用太陽光発電の出力
変動を電気自動車蓄電装置と連係させて抑制を行う提案もなされている[53][54]。 
 
災害時に電力供給が難しくなる住宅用太陽光発電においては、電力供給継続を行うた
め容易に入手ができる 12/24V 系電圧制御 PV 装置と DC/AC インバータおよび鉛蓄電池
を用いた自立電力供給システムの提案[55][56]や、直流リンク型双方向電力変換装置と
電気自動車蓄電装置とを連係させたシステムの提案がある[57]-[59]。さらに、地理情報
を用いた気象変動要因に基づく太陽光発電電力量の推定技術も提案されている[60][61]。 
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直流リンク型の双方向電力変換装置（Bidirectional DCDC converter：BDC）は、2 つの
直流連結間で双方向に電気エネルギーを移動させる装置である。既往技術として、直流
モーター駆動装置への適用、再生可能エネルギーシステムや、燃料電池エネルギーシス
テム、ハイブリッド電気自動車（Hybrid Electric Vehicle：HEV）や無停電電源装置
（Uninterruptible Power Supply：UPS）との蓄電連係技術が挙げられる。再生可能エネル
ギーには電力変動を生じる性質があるため、風力や太陽光のような独立発電は安定電力
供給源に適していない。この問題を克服するために、変動補償や負荷への滑らかで連続
的な電力の流れを維持させるエネルギー貯蔵装置が必要である。このような電力変換器
には、双方向の電力移動が行える機能が必要である。HEV 用途では異なる DC 電圧バ
スの連結によりエネルギー移動を行う技術もある[62]-[66]。 
 
しかしながら、大容量太陽光発電の出力変動の抑制は大容量蓄電装置と交流電力変換
装置との協調制御により実用化できるレベルにあるが、近年の局所的集中豪雨や集中豪
雪、巨大地震および津波被害による大規模発電施設の停止や、鉄塔・電柱倒壊によって
系統遮断が発生すると需要家への電力供給継続が行えない問題がある。また、容易に入
手可能な電力変換装置と電気自動車蓄電装置などを活用した自立電力供給システムに
は、種々の法規制による系統ガイドラインを準拠していないため、平常時に系統連系が
できない問題がある。孤立状態が発生した際に住宅用太陽光発電システムが家屋に設置
されていれば、晴天時など日中に自立運転機能を活用して自立コンセントから AC100V
の電力を得ることができるが、雨天や夜間には電力供給継続が中断する。災害などにお
いて電気自動車蓄電装置に充電させる支援システムも見当たらない。また、電気自動車
蓄電装置との連係を行うための直流リンク型電力変換装置には、広域の直流電圧範囲動
作を行う専用装置が必要になる課題もある。 
 
世界の低炭素活動の影響により、我が国では、震災および FIT 効果によって住宅用太
陽光発電（Photovoltaic：PV）システムの導入が活性化してきたが、現状、PV は系統へ
の電力供給のみであり、自立的には使えない。そのため、災害時の電源喪失で住宅用
PV システムの出力停止問題が発生する。住宅用太陽光発電には常時系統連系できる機
能を有しており、停電時には自立電力供給機能により自立コンセントから電力供給でき
る利点があるため、災害時に生き残った住宅用設備を活用することに着目することがで
きる。 
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本研究では、今後も導入が期待される住宅用太陽光発電システムと電気自動車の蓄電
装置を用いて災害など電力系統遮断時でも簡易接続が可能な即効性ある自立電力供給
システムを提案し、そのための専用電力変換装置 NBDC（非絶縁双方向 DCDC コンバ
ータ：Non-isolated Bidirectional DCDC converter）の開発、および、災害時に対応が可能
な『移動可能な蓄電装置』と見立てた EV（Electric Vehicle）電力輸送を用いた電力供給
継続の貢献を目的とする。 
現在の住宅用 PV-PCS システムは、災害や震災など非常時に系統が遮断に対応可能な
自立コンセントが標準的に付加されている製品が増加しているが、夜間や天候によって
電力供給が困難となる場合がある。そのため、本論文では、各住宅に EV が備わってい
ると仮定し、非常時に電力供給を行う EV が、住宅-発電所間を往復する際の消費電力
を地理情報より推定する手法を検討する。ここでは、非常時の避難 2 世帯 1 家庭を想定
し、EV 蓄電池残量から NBDC 連係 PV-PCS 自立電力供給動作による電力供給継続能力
をシミュレーションにより確認する。さらに、本システムを構築する場合の半導体モジ
ュール用ゲート駆動回路と制御に最も重要となる電圧電流検出回路の開発と評価を行
う。本研究では、蓄電池のはさまざまな直流電圧範囲に対応するように、対象となる
EV 蓄電装置の直流電圧を調査して電圧制御モードを比較検討し、広域な直流電圧範囲
（60Vdc～400Vdc）でも動作するシステム装置を開発したので、その結果を示す。さら
に、本システムの応用展開として、平常時の PV-PCS システムを系統連系した際の PVFS
（PV 出力電力変動抑制）シミュレーションを用いた変動抑制と蓄電装置電量低減の新
手法を検討する。 
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1.5 本論文の構成と各章の概要 
本論文は以下のように構成されている。 
第 2 章では、天候の変化による PV 出力変動の問題について言及する。大量の PV シ
ステムが系統に連系されてきた場合、晴天から急に曇りになる場合や雨天になる天候状
態を想定すると、PV 出力変動による系統周波数変動や電圧上昇、余剰電力などの問題
が懸念される。ここでは住宅用 PV システムに着目したエネルギー変動低減の基礎的な
検討を行う。さらにここでは、電気自動車（EV）の蓄電装置を変動低減に必要な充放
電エネルギーバッファーとして想定する。変動低減には、最も基本的な手法である単純
移動平均（Simple Moving Average：SMA）を用いた PV 変動低減手法（PV Fluctuation 
Suppression-Simple Moving Average：PVFS-SMA）の基礎的検討を行う。実際の PV 発電
出力データを用いて変動低減のシミュレーションを行いEV蓄電装置の充放電エネルギ
ー結果を確認する。本方式に適用可能な EV 蓄電装置の充放電電力を使用した住宅用
PCS 入力端子と接続できる PV 変動電力低減の基本システムを提案する。 
第 3 章では、前章で提案したシステムを用いて避難状態を想定した電力供給継続のた
めに、停電時に自立可能な電源施設（自治体ごみ発電所など）から EV 蓄電装置に充電
して電力輸送を行い、PV 出力実測値を用いてシステム適用時の電力供給継続について
検討する。災害などの非常時の系統電源遮断状態で最も重要な要件が電力確保である。
避難状態では生命活動維持のために携帯通信装置などの電力確保が最重要課題となる。
電力供給継続の維持のために電気自動車を移動可能な蓄電池と見立てて、各家庭や施設
に設置されている太陽光発電システムとEV蓄電装置との連係による非常事態での提案
システムの電力供給継続性の検討を行う。このとき、非常時の避難世帯を想定し EV 蓄
電装置消費電力の運用検討として PV-PCS システム 1 台と避難 2 世帯に EV2 台を前提
とした一般的な電力消費情報を用いる。さらに、2 台の EV 蓄電装置を「移動可能な蓄
電装置」として用いた新しい運用システムを提案し、独立発電所から電力充電輸送が行
える自治体支援が可能な非常時電力輸送ルートの地理情報を用いた「EV-2way 方式
PV-PCS 自立電力給電システム」について検討する。 
第 4 章では、系統連系時の PV 変動問題に対応するために市場に拡販されている住宅
用 PV-PCS システムを用いて、非常時および系統連系時にも安定電力供給を行うことが
できる直流連結のシステム接続を提案する。住宅用 PV-PCS システムは、平常時には系
統連系を行うことができるが、大量の PV システムが系統連系された場合には余剰電力
が発生する問題がある。ここで、提案したシステムは、蓄電装置に直流充電を行うこと
 
 第 1 章 緒論 
 
九州工業大学大学院 生命体工学研究科 生体機能専攻 
- 13 - 
ができるため、余剰電力の緩和を行う制御が可能となる。具体的には、PV 出力電力の
急激な増減による出力変動を PVFS-SMA（PV Fluctuation Suppression–Simple Moving 
Average）制御によって変動抑制ができるシステム制御手法を開発し、シミュレーショ
ンによって効果を検討した。さらに、PV 出力の電力変動抑制を行う PVFS-SMA 制御に
On/Off 動作付加した際の効果についても検討を行った。本章ではそれらの結果と考察に
ついて述べる。 
第 5 章では、提案した電力供給継続を行うための NBDC 装置の制御回路開発と実験
結果を示す。東日本大震災停電の際には電力供給継続問題として太陽光発電などの電力
発生源が有効利用できなかった教訓がある。このため、ほとんどの太陽光発電システム
には自立コンセントが設置され停電時にも電力供給が可能となっているが、雨天や夜間
には使用ができない問題があり、本研究では、電源系統遮断時でも電力供給継続を行な
える電力貯蔵装置連係の NBDC 併設システムを開発した。この装置と自立コンセント
付太陽光発電システム（住宅用 PV-PCS システム）との組み合わせによって、緊急時に
も電力供給継続ができることを実験検証した。開発した装置に必要な半導体駆動回路や
完全絶縁の検出制御基板および NBDC 制御システム装置を構築されている。ここで、
電気自動車蓄電池としてトヨタ車体製電気自動車の COMS 蓄電装置電圧の 72Vdc を想
定し、自立運転電力供給機能の実証的に確認した。本章ではこれらの結果と考察につき
述べる。 
第 6 章は結論であり、本研究を総括する。最後に、第７章として共に本研究を起点と
する将来を展望する。  
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第 2 章 太陽光発電と EV 蓄電を用いた出力変動低減の基礎的検討 
 
2.1 まえがき 
 近年、再生可能エネルギーの導入促進による効果で太陽光発電システム（PV システ
ム）の導入が進んでいる。しかし、PV システムには、天候の変化による PV 出力変動
の問題を抱えている。大量の PV システムが系統に連系されてきた場合、晴天から急に
曇りになる場合や雨天になる天候状態を想定すると、PV 出力変動による系統周波数変
動や電圧上昇、余剰電力などの問題が懸念される。ここでは住宅用 PV システムに着目
したエネルギー変動低減の基礎的な検討を行う。また、電気自動車（EV）の蓄電装置
を変動低減に必要な充放電エネルギー源として想定する。 
 変動低減には、最も基本的な手法である単純移動平均（Simple Moving Average：SMA）
を用いた PV 変動低減手法（PV Fluctuation Suppression-Simple Moving Average：
PVFS-SMA）の基本検討を行う。まず、SMA による変動成分を平滑化した SMA 情報を
用いて、PV 出力との差分を行った変動成分を変動低減量として取り扱う。エネルギー
変動低減の基礎的研究では、SMA を用いた変動低減の効果を確認するために、実際の
PV 発電出力データ（2.88kW 容量の PV 出力）を用いて変動低減のシミュレーションを
行い EV 蓄電装置の充放電エネルギー結果を示す。また、本方式に適用可能な EV 蓄電
装置の充放電電力を使用した住宅用PCS入力端子と接続できるPV変動電力低減の基本
システムの提案を行う。 
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2.2 PV 出力変動低減の検討  
 日本において、太陽光発電は、自然エネルギーを用いた電源の中で最も効果的な発電
システムとして推進されている。しかし、出力電力は天候によって変動するため、電力
系統に PVが大量導入されたときには電力変動によって電力系統の周波数変動や電圧変
動が発生する可能性がある[54]。そこで、安定して電力供給を行うための PV 変動低減
のシステムを図 2.1 に示す。 
 PV 出力「PV output」を移動平均処理「Moving Average Method」した値を電力変動抑
制値「Power fluctuation target value」とし、PV 出力と電力変動抑制値とを差分した情報
を用いて EV バッテリー充放電を行い PV 出力の変動を補償（平滑化）させる手法であ
る。PV 出力電力（変動分含む）を Ppv とする。PV 出力を移動平均した電力を Ptarget
とする。EV 蓄電装置からの充放電電力 Pev は、Pev＝Ppv－Ptarget と表すことができる。
Ppv＞Ptarget のときは、EV 蓄電装置へ充電動作を行い PV 余剰電力の変動分を吸収さ
せる動作となる。Ppv＜Ptarget のときは、EV 蓄電装置から放電動作を行い PV 不足電
力の変動分を補償する動作となる。次に、2.88kW の PV 出力の実データを用いた時の
シミュレーション結果を図 2.2 に示す。システムでは 1 秒間隔の移動平均処理を用いた
PV 変動低減シミュレーションを行う。 
 
 
 
 
Fig.2.1 PV generator fluctuation suppression Method [67] 
 
 
  
PPV
Ptarget
Pev
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図 2.2 において、PV 出力（2.88kWPV 出力変動実データ）は青線 original であり、単
純移動平均のそれぞれ処理時間を 5分間（赤線 filter(5min)）、15分間（緑線の filter(15min)）、
30 分間（黒点線の filter(30min)）とした場合の PV 変動低減のシミュレーション結果を
示す。図 2.2(a)は、5：00 から 20：00 までの日中全体の解析結果を示す。図 2.2(b)には、
単純移動平均処理による変動抑制の影響を分かりやすくするため 13：00 から 14：00 の
解析結果（拡大）を示している。電力デマンド時間が 30 分毎の電力計算を基準として
いるため、解析では 30 分移動平均時間を最大時間とした。図 2.2(b)より青線 original と
黒点線 filter(30min)の解析結果を比較すると、移動平均時間が大きくなるほど PV 出力
変動が抑制されることが確認でき変動が平滑化されることが分かる。 
次に、この方式を用いた変動抑制における EV 蓄電池の充放電電力と電力量の確認を
行うためのシミュレーション解析を行った。その結果と考察を次節に示す。 
 
(a) 5:00-20:00 simulation result 
 
(b) 13:00-14:00 simulation result 
Fig.2.2 PV generator fluctuation suppression simulation result [67] 
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2.3  PV 出力変動低減シミュレーション 
 太陽光発電の変動低減システムを用いた場合、太陽光発電出力の実際データを用いて
移動平均処理による PV 出力変動低減のシミュレーションを行った。それぞれ移動平均
時間が 5 分、15 分、30 分のときのシミュレーション結果をそれぞれ図 2.3、図 2.4、図
2.5 に示す。ここで用いた PV 出力データは、PV 出力変動が大きい晴れ曇りを交互に繰
り返す天候状態の PV 出力実データ（2.88kW 容量の PV 出力）を変動低減シミュレーシ
ョンに適用した。 
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(a) PV output and PVFS power data 
 
(b) charge and discharge power data 
 
(c) Battery electrical energy data 
Fig.2.3 5 minutes SMA simulation result [Cloudy day 6/29/2012] [67] 
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(a) PV output and PVFS power data 
 
(b) charge and discharge power data 
 
(c) Battery electrical energy data 
Fig.2.4 15 minutes SMA simulation result [Cloudy day 6/29/2012] [67] 
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(a) PV output and PVFS power data 
 
(b) charge and discharge power data 
 
(c) Battery electrical energy data 
Fig.2.5 30 minutes SMA simulation result [Cloudy day 6/29/2012] [67] 
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図 2.3、図 2.4、図 2.5 の PV 変動低減の波形比較から分かるように、30 分間の移動平
均処理が変動を低減している。30 分間以上の処理も可能であるが、ここでは平均使用
電力であるデマンドのデマンド時限 30 分間を基準にした。また、表 2.1 に移動平均処
理を用いた PV変動低減のシステムにおける移動平均時間とバッテリー充放電の電力値
のシミュレーション結果の比較を示す。ここで、解析に用いた PV 出力には 2.88kW 容
量の PV 実データを用いた。 
表 2.1 から、充電最大電力値では 1460W（5min）、1386W（15min）、1380W（30min）
であり、ほとんど差が見られない。放電最大電力値では 1026W（5min）、718W（15min）、
681W（30min）であり差が生じた。バッテリー電力量では 104Wh（5min）、207Wh（15min）、
493Wh（30min）の解析結果となり、移動平均の処理時間が長くなればなるほど変動平
滑化におけるバッテリー電力量が大きくなる傾向を示した。平均時間が長くなると瞬時
値（オリジナル）との差が大きくなるためにバッテリー充放電の電力量が大きくなる要
因と考える。そこで、バッテリー電力値が小さい方が EV 蓄電池のバッテリーを用いる
変動低減の処理時間に適していると考える。15 分間と 30 分間の移動平均処理の充放電
電力最大値を比較すると差は小さい。次に、15 分間と 30 分間の移動平均処理のバッテ
リー電力値を比較すると 15 分間の方が 30 分間の約半分となることが分かる。以上の比
較検討により、15 分間の移動平均処理が変動低減には適している。 
表 2.1 の充電・放電最大電力の解析結果から 1000～1200W 程度の充放電電力によっ
て、本解析で用いた 2.88kW の PV 容量の出力変動の低減を行うことができることを確
認した。 
 
Table 2.1 Comparison of Simple Moving Average Simulation [Cloudy day 6/29/2012] [67] 
Simple moving average control 5 minutes 15 minutes 30 minutes 
Charge-Discharge 
Max. Power Value[W] 
Charge 1460 1386 1380 
Discharge 1026 718 681 
Battery Power value[Wh] 
Max. 104 207 493 
Min. -1.1E-12 -1.2 E-12 -3.6E-12 
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2.4 住宅用 PV-PCS を用いた PV 出力変動低減システムの提案 
 図 2.6 に、直流部接続を行う太陽光発電変動抑制の基本システムを提案する。 
PV 変動低減を行うためには、一般的な住宅用 PCS と太陽電池から構成されている住
宅用太陽光発電システムが適用できる。この太陽光発電システムの出力変動を低減させ
るために蓄電池と接続して、充放電を制御する双方向 DCDC コンバータを追加する必
要がある。 
蓄電池には一般家庭が所有の EV もしくは PHV（Plug-in Hybrid Vehicle）などの蓄電
装置を用いることができるため、新たな蓄電池を適用する必要がなく、住宅用 PV-PCS
には自立運転電力供給コンセントが付帯されており、電源系統遮断時には、自立電力供
給システムとして運用が可能である[17][27]。さらに、EV を「移動可能な蓄電装置」と
見たてて電力輸送による電力供給継続の貢献も期待できる。 
 ここで、図 2.6 の構成を説明する。Power Conditioner System（PCS）はパワーコンデ
ィショナと呼ばれ、住宅に一般的に設置される 10kW 以下の太陽光発電システムである。
Photovoltaic（PV）は、10kW 以下の容量の太陽電池アレイである。PCS には、系統連系
を行うための直流-交流電力変換を行う DC/AC インバータと直流電力昇圧装置がある。
この DC/AC インバータは、系統へ電源周波数と電源電圧を規定値内で逆潮流制御を行
う。また、PCS の直流端子部と EV 蓄電装置とを並列に接続する双方向 DCDC コンバー
タは充放電制御を行って PV 出力変動を低減させる構成となっている。 
 
 
Fig.2.6 Fundamental residential PV-PCS power supply system model [68] 
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2.5 太陽光発電の電力推定 
 太陽光発電は、天候による電力変動が発生するため、PV 電力の移動平均推定を行う
制御を実行しても、変動抑制の制御遅延が常に発生する。この遅延を抑制するために、
近年では太陽光発電システムと共に日射推定を用いる手法が提案されている[60]。太陽
電池パネルで発生する太陽光のエネルギー密度が観察できる場合、双方向 DCDC コン
バータから遅延なしで PV 電力変動抑制を行うことが可能である。さらに、新たに研究
されている GIS（地理情報システム：Geographic Information System）を用いた太陽光シ
ミュレーションが適用できれば、PV 設置場所の太陽光エネルギー密度の計算値が推定
できる。図 2.7 に GIS 太陽光エネルギー分布の推定例を示す。図 2.7 に示すように、新
しい試みである 3D-GIS 観測システムにより確認されるエリア内では、分散型エネルギ
ー分布に基づいた地図上の太陽光エネルギー最高出力状態が把握できるため、精度の良
い太陽エネルギーの運用システムが期待できる。 
 
 
 
 
Fig.2.7 PV generator fluctuation suppression system using GIS [67] 
（出典：論文[60]を基に編集） 
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2.6 まとめ 
  第 2 章では、近年、導入量が進んでいる再生可能エネルギーの太陽光発電システム
出力変動を低減させる基本的な制御方式の提案を行った。PV 出力変動を抑制するため
に EV 蓄電装置（バッテリー蓄電装置）の充放電電力にて平滑化を行う手法を用いた。
平準化を行う移動平均処理の処理時間をそれぞれ 5min、15min、30min の PV 変動実デ
ータ（2.88kWPV 容量の出力変動が大きい曇り日の実データ）を用いたシミュレーショ
ン解析波形から大きく平滑化できる処理時間は 30min であった。しかし、30min と 15min
のバッテリー充放電電力値を比較すると、493Wh（30min）と 207Wh（15min）であり、
15min の処理時間の方が 30min の約半分の電力量となり、2.88kW 容量の PV 出力変動に
は 15min 移動平均処理が適していると考える。 
ここで、15min の移動平均処理の解析から放電最大電力 1386W、充電最大電力 718W
であることから、1000W～1200W 程度の変動補償を行うことで各家庭の PV 出力変動を
抑制することが可能となる結果を得た。今後、導入が進む住宅用太陽光発電システムの
大量導入においても同様の電力変動の低減を期待できる。 
 また、この変動補償を実現するために住宅用 PV-PCS を用いた PV 出力変動低減シス
テムの基本構成を提案した。直流接続部に並列に EV 蓄電装置を連結させて、専用の直
流電力変換装置に本章で提案した変動補償制御を行わせることで住宅用 PV出力電力の
変動抑制を行うことが可能となる。さらに、提案のシステムは系統遮断の非常時にも自
立電力供給を行うことが可能であるため、次章にて検討を行う。 
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第 3 章 非常時対応 EV 蓄電連係 PV-PCS 自立電力供給システム 
 
3.1 まえがき 
第 2 章では蓄電装置と直流側で連結した PV-PCS システムの PV 出力変動を低減させ
る手法を提案した[69]。提案システムは、系統遮断時には自立して電力供給を行える特
徴を持つ。本章では、災害のような緊急時に、EV 蓄電装置と住宅用 PV-PCS システム
との連係を用いた自立電力供給システムの電力供給継続能力の検討を行う。 
災害などの緊急事態では，平常時の運用と併用する電力供給システムが必要となる。
このシステムを用いた場合の非常時運用アルゴリズムを提案し、EV を「移動可能な蓄
電装置」とみたてて、EV 移動蓄電消費電力を地理情報からの推定をもとに住宅用
PV-PCS システムの電力供給継続能力を検討する[61]。 
PV 出力は、夜間、雨天では電力供給ができないため、一般家庭に避難世帯が 1 家族
付加された非常時最大電力消費を想定した場合、1 台の PV 発電電力だけでは電力供給
を継続できない可能性がある。そこで、2 台の EV を用いる EV-2way 電力輸送方式を提
案する。ここでは、災害時でも独立して電源供給可能となる「ごみ発電所」からの電力
輸送を考える。EV 電力輸送の際には、災害による迂回の道路ルートによって移動消費
電力が異なると想定する。したがって、電力輸送を行う際の移動電力消費量を道路ルー
ト情報から推定する手法を提案する。 
 以上の提案をもとに、提案した EV 蓄電連係 PV-PCS 電力供給システムと EV-2way
電力輸送方式による自立電力供給の継続能力のシミュレーションを検討し、考察した。 
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3.2 非常時対応の EV-2way 電力輸送自立電力供給システムの検討 
 非常時の電力供給を行うための基本システムおよび運用アルゴリズムと、EV2 台を
「移動可能な蓄電装置」と見立てた EV-2way 電力輸送方式を提案して、2 家族 1 世帯の
避難状態における電力供給システムモデルを検討する。 
 
3.2.1 非常時対応 PV-PCS 電力供給システム 
図 2.7 で示した住宅用 PV-PCS システムは、系統が遮断すると単独運転防止機能によ
り出力を自動的に停止させ、電源遮断時の自立運転スイッチを ON にすることにより自
立コンセントから AC100V を出力によって電力供給を行うことが可能である。しかし、
夜間や雨天など PV が発電しないときには電力供給ができなくなる。 
非常時には電力供給を優先させることが重要であるため、この時の制御アルゴリズム
を図 3.1 に示す。非常時には特設の緊急スイッチ ON によりバッテリーから優先的に電
力供給を行う制御モードを適用する。通常は PV 出力に応じて EV 蓄電装置から充放電
制御の自立電力動作を行うため、PV 発電電力より負荷が大きいときには出力が低下す
るが、緊急時には出力を優先させて電力供給継続を行わせる制御システムである。 
  
Fig.3.1 Emergency control algorithm [68] 
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3.2.2  EV-2way 電力輸送方式の提案 
緊急時に重要な要件としては、EV 蓄電池残量で独立給電施設への移動電力を確保す
る必要がある。住宅用 PV-PCS システムを非常時にも有効に活用するために給電施設ま
でのEV電力消費の移動距離情報を用いてルート計算を行うために地理情報との連係を
行う。 
日本の一般家庭消費電力量は約 10kWh/日、EV 蓄電容量は 10-30kWh 程度であるが、
非常時には EV の蓄電装置からのエネルギー配給は不可欠である。ここでは、災害時で
も稼働している独立電力発電施設への往復の消費電力が必要であるため EV1 台では電
力を配給できないという問題が発生する。そこで、EV2 台を用いる EV-2way 電力輸送
方式を提案する。EV を「移動可能な蓄電装置」とするときの重要項目を以下に示す。 
① 災害時 EV 移動距離の推定情報 
② 災害時に安全が確保された道路情報との移動距離 
③ EV 蓄電 PV-PCS 連係 NBDC 装置の最適出力容量 
④ NBDC 連係 PV-PCS 装置のための非常時 EV 移動消費電力量推定 
図 3.2 には、災害などの電力遮断状態で電力確保を行う電力輸送と電力供給システム
の相関図を示す。移動距離推定には道路ルート情報を用いる。GIS とは Geographic 
Information System（地理情報システム）の略であり、現実世界をモデル化し地理的位置
を手がかりに、位置に関する情報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工
し、視覚的表示と高度な分析や迅速な判断を可能にする技術である。スマートフォンな
どの情報端末から入力された災害情報を GIS クラウド上で処理しているため、常に最新
の情報を利用する事が可能である。ここでは Google マップによるルート検索を用いた
EV 移動電力消費の検討を行う。 
 
Fig.3.2 GIS estimated Road optimization on PV-PCS system and stand-alone power source [68] 
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図 3.3 には、三菱自動車製 i-MiEV の電気自動車の外観図を示す。表 3.1 には、EV 移
動消費電力を検討するための各諸元の比較を示す。この情報をもちいて EV 電力輸送に
関する移動電力消費推定とPV-PCS自立電力供給システムとの連係シミュレーションを
行って電力供給継続性の検討を行う。 
 
 
 
Fig.3.3 EV model of Kyutech rental i-MiEV 
（出典：三菱電機自動車） 
 
 
Table 3.1 i-MiEV and LEAF EV Specification（出典：三菱電機自動車・日産自動車） 
車種 i-MiEV i-MiEV LEAF 
自動車メーカー 三菱自動車 三菱自動車 日産自動車 
市場投入時期 2009年 2011年 2010年 
車両重量 1080kg 1070kg 1520kg 
性能 
交流電力量消費率 
125Wh/km 
(10･15モード) 
110Wh/km 
(JC08モード) 
124Wh/km 
(JC08モード) 
充電走行距離 
160km 
(10･15モード) 
120km 
(JC08モード) 
200km 
(JC08モード) 
モーター 
種類 永久磁石式同期モーター 
最高出力 
47kW(64PS) 30kW(41PS) 80kW 
3000~6000rpm 2000~6000rpm 2730~9800rpm 
最大トルク 
180Nm (18.4kgf/m) 180Nm (18.4kgf/m) 280Nm 
0~2000rpm 0~1000rpm 0~2730rpm 
電池 
メーカー 
ﾘﾁｳﾑｴﾅｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ 東芝 ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｴﾅｼﾞｰｻﾌﾟﾗｲ 
－ SCiB － 
種類 リチウムイオン電池 
総電圧 330V 270V 360V 
総電力量 16.0kWh 10.5kWh 24kWh 
kW当たりの走行距離 10km/kWh 11.4km/kWh 8.3km/kWh 
寒冷地 － -30℃ － 
充放電繰返し回数 
(0~100%) － ~4000回 － 
急速充電許容回数  ~4000回 － 
充電時間 
AC200V(15A) 7時間 4.5時間 8時間 
AC100V 14時間 14時間 － 
急速充電 30分(80%) 15分(80%) 30分(80%) 
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3.2.3 非常時電力確保のための EV-2way PV-PCS 自立電力供給モデル 
 図 3.4 には、EV 蓄電装置連係の PV-PCS 電力供給システムであり、1 台の EV 蓄電装
置のみでは電力確保が難しい場合を考えて EV2 台を用いた緊急避難状態（1 世帯避難を
付加）のシステムモデルを示す。また、住宅用 PV-PCS システムと EV もしくは PHV
などの EV 車普及による将来的影響も加味している。一般家庭の平常時電力使用量と避
難家庭の最低使用電力、および PV 出力天候状態（快晴、曇り、雨天の 2.88kW 容量 PV
出力実データ ）において、このモデルを用いた時の避難時の電力供給継続について検
討を行う。 
 
(a) 1 household isolated PV-PCS power supply system 
 
 
(b) 2 households isolated PV-PCS power supply system for evacuee 
Fig.3.4 PV-PCS power supply model for emergency power support [68] 
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3.3 非常時の戸建住宅電力消費シミュレーション 
非常時の検討を行う前に、平常時の電力使用量（日負荷情報）を基準とした一般家庭
の消費電力の想定が必要である。そのため、非常時において 1 世帯は平常時と同じ消費
電力を使用する場合を最大の消費条件として想定した。この 1 世帯に、避難してきた 1
世帯の消費電力と合わせた消費電力を、非常時（1 世帯分の避難状況を想定）の最大消
費電力とする。以下に非常時の消費電力推定を行う。 
 
表 3.2 には、1 世帯の月別の消費電力量の割合を示す。（出典：日本生活協同組合連合
会）このデータは、年間消費電力量が与えられた時、その値を月数 12 で割り、1 に規
格化した場合の各月の消費電力量である。ここでは、年間消費電力量の 1/12 で規格化
している。 
 
Table 3.2 Household power consumption rate per month (Source: CO-OP conversion data) 
Month 1 2 3 4 5 6 
Power rate 1.30 1.10 0.984 0.924 0.924 0.756 
Month 7 8 9 10 11 12 
Power rate 0.912 1.33 1.14 0.852 0.876 0.900 
 
例えば、年間消費電力量が 5000 [kwh]の家庭の場合、基準となるのは、 
 5000÷12≒416.7 [kWh]  
であり、このときの 1 月の消費電力量は、 
 416.7×1.30≒540 [kWh]  
と算出される。同様にして各月の消費電力量を算出し、導出した電力量を表3.3に示す。 
 
Table 3.3 Household power consumption amount per month 
Month 1 2 3 4 5 6 
Power 
consumption 
[kWh] 
540 460 410 385 385 315 
Month 7 8 9 10 11 12 
Power 
consumption 
[kWh] 
380 555 475 355 365 375 
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次に、各時刻別の消費電力量の割合のデータを表 3.4 に示す。このデータは、1 日の
時間当たりの消費電力量を想定するのに用いるため、1日の消費電力量が与えられた時、
その値を時間数 24 で割り、その値を基準の 1 とした場合の各時刻の消費電力量の割合
を示している。 
 
 
Table 3.4 Household power consumption rate per day (Source: OSAKA GAS CO., LTD) 
O’clock 0 1 2 3 4 5 6 7 
Power consumption  
rate per day 0.712 0.423 0.384 0.327 0.384 0.404 0.615 1.38 
O’clock 8 9 10 11 12 13 14 15 
Power consumption  
rate per day 1.29 0.904 0.769 0.692 0.769 0.750 0.654 0.904 
O’clock 16 17 18 19 20 21 22 23 
Power consumption  
rate per day 1.27 1.38 1.50 1.79 1.79 1.79 1.60 1.38 
 
 
 
例えば、表 3.3 において 1 月の消費電力量は表 540 [kWh]であるので、1 日の消費電
力量は、1 月は 31 日あるのでこれを計算にもちいて、 
 540÷31≒17.4 [kWh] 
であり、このときの各時刻における消費電力量の基準となる値は、 
 17.4÷24≒0.725 [kWh] 
である。したがって、0 時の電力量は表 3.4 の 0 時データ 0.712 を用いて、 
 0.725×0.712≒0.516 [kWh] 
となり、1 月 0 時の電力使用量が導出される。 
以上の手順で、年間消費電力量から算出した月別の日負荷曲線を図 3.5 に示す。 
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Fig.3.5 Daily load curve in every month 
 
 
 
以上の 1 世帯の各月における 1 日の電力消費量を導出した。この図 3.5 を用いて、災
害時における電力使用量を検討すると、1 世帯が PV と EV を持つ一般家庭に避難した
場合の避難者電力使用機器を、液晶テレビ 1 台（150W）、携帯充電器 4 台（15W）、照
明 4 台（17W）、電気ケトル 1 台（900W）の消費電力を想定した場合の日負荷曲線を図
3.6 (b)のように仮定した。これらを前述した図 3.6(a)の平常時負荷曲線（1 月想定）と組
み合わて、一般家庭の平均電力に災害で被災した 1 世帯が避難同居した際の追加電力を
想定し、図 3.6 (c)に示す災害時の最大日負荷曲線を導出した。これを非常時の消費最大
電力として EV 電力輸送時の自立電力供給システムの電力供給継続の検討に用いた。 
 
  
   
 第 3 章 非常時対応 EV 蓄電連係 PV-PCS 電力供給システム 
九州工業大学大学院 生命体工学研究科 生体機能専攻 
- 33 - 
 
(a) Normal daily load curve 
 
    (b) Evacuee family load curve 
 
(c) Total daily load curve 
Fig.3.6 Emergency daily load curve for two families [68] 
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3.4 非常時 EV-2way PV-PCS 自立電力供給シミュレーション 
 図 3.7 に、1 住宅に 2 世帯 2 台 EV（i-MiEV,16.0kWh）の避難状況を想定したときの
EV-2way 方式の PV-PCS 自立電力供給運用シミュレーション図を示す。推定演算では、
i-MiEV 蓄電移動消費量を 20%とし電力残量 80%から 20%までの容量で検討を行った。 
 
Fig.3.7 2-househods isolated PV-PCS power supply system for evacuee [68] 
 
図 3.8 のシミュレーション結果より、晴天時は 15 時頃に EV1 の充電量が最大となる
ために、EV2 の充電を始める電力供給の制御条件を考慮した。16 時以降は PV からの給
電量が少なくなり、EV1 からの給電が再び始まる。最終的に EV2 の充電量は 80%程度
を保ったまま 2 日目へと移行する。EV1 は半分程度の充電量となり 2 日目は EV1 と EV2
を入れ替えた運用などで対応できる。 
 
Fig.3.8 Sunny day PV-PCS emergency mode by 2way-cars [68] 
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図 3.9 に示すように、曇天時には EV1 の充電・給電が繰り返された後、22 時に EV2
からの給電へと切り替わる。2 日目に EV1 と EV2 を入れ替えて日中に EV1 を充電に向
かわせることで安定した電力供給が可能になると考えられる。雨天時は 1 日通して EV
充電が見込めないため、EV の切り替えを頻繁に行う必要があるが、18 時間の間は EV1
で電力消費を支援できることが図 3.10 より確認できる。ここで、充電のため独立電力
発電拠点へ EV1 を往復させたとしても、電力供給継続が可能である。 
 
 
Fig.3.9 Cloudy day PV-PCS emergency mode by 2way-cars [68] 
 
 
Fig.3.10 Rainy day PV-PCS emergency mode by 2way-cars [68] 
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3.5 EV 電力輸送時の移動消費エネルギー簡易推定手法 
 大規模災害などによって停電が発生した場合、電力供給が遮断されると、すべての電
子機器は使用不能となる状況が発生する。このとき、非常時に重要負荷となるのが TV
やスマートフォンであり、使用できなくなると安全確認や安全対応が滞る問題が発生す
る。前述のシステムと運用を用いると電力供給継続が可能であるが EV などの蓄電装置
充電輸送が重要な要素となる。EV 蓄電装置を「輸送可能な蓄電池」と見立てた場合、
自治体独立電源施設（ごみ発電など）への移動電力量が電力供給継続能力に大きく影響
を与える。そこで、電力輸送に関与する道路ルートを考慮した移動消費エネルギーの簡
易推定について検討する。 
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 3.5.1 EV 電力輸送基本理論 
 非常時のEVによる電力供給を行う上で、EVのバッテリー残量は極めて重要であり、
実際の運用を考慮したEV輸送可能範囲や供給可能量の推定に関する研究が必須である。
輸送先での供給電力量シミュレーションを行うには、供給可能電力量の大きさが避難所
等の運営に大きく影響する。また、避難所等の規模に応じた必要な EV 台数の把握にも
効果的である。電力輸送の実現化・最適化を目指すために、GIS と ICT（Information and 
Communication Technology）および独立電源施設とを連係させた EV 電力輸送基本概念
図を図 3.11 に示す。 
図 3.11 において、EV 電力輸送時には道路ルートの移動消費電力によって EV 蓄電残
量が異なってくるため、避難した一般家庭での電力供給継続に影響が発生する。道路ル
ートによってどの程度の移動電力が発生するのかを把握するため地図上に移動電力消
費マップとして可視化できれば、電力輸送の目安にできる。この電力輸送時の消費電力
距離は、EV 蓄電装置の最大使用電力量に大きく影響するため自治体支援による電力確
保システムとして ICT 管理を行うことができれば一般家庭の避難対応に大きく寄与で
きると考える。 
 
 
Fig.3.11 Moving distance estimation in EV battery remaining [68] 
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3.5.2 Google Map を用いた EV 電力輸送ルート移動消費エネルギー推定 
 図 3.12 には、北九州市地域をベースに、北九州市・日明ごみ発電所からの EV 蓄電
装置の移動距離を想定した蓄電池消費量の割合を、コンター図（等値線図）として、電
力残量割合線[%]で示したものである。計算には Math Works 社が開発した MATLAB を
用いた。道路情報を用いない場合、移動距離による電力消費量は同心円状となってしま
うが、移動距離を道路の Google ルート検索による移動距離情報を用いることで真値に
近い値を推定できる。図 3.12 より、独立電源施設に近い地域ほど移動消費量が小さい
ことが確認でき、この情報をもとに非常時の EV 電力供給を行えば、蓄電装置電力残量
を簡易に確認できる。ここで、移動消費量 10%の領域は（赤）「日明ごみ発電所」から
約 5km 以内の移動距離領域であり、移動消費量 20%の領域（橙）は約 10km 以内の移動
距離領域を示している。図 3.12(b)を地図上で重ねて比較すると目的地の確認が難しく
なるため、地図上で位置と移動消費電力が同時に確認できるように図 3.12(a)の等値線図
を用いた。 
  
   
 第 3 章 非常時対応 EV 蓄電連係 PV-PCS 電力供給システム 
九州工業大学大学院 生命体工学研究科 生体機能専攻 
- 39 - 
 
 
(a) Line plot of estimation result 
 
 
(b) Color plot of estimation result 
Fig.3.12 Moving distance power estimation in EV battery remaining [68] 
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3.5.3 EV 電力輸送ルート移動消費エネルギー簡易推定 
 災害時に自治体等が的確に EV 電力輸送箇所を把握するための指標として、独立発電
施設の情報と簡易推定のための Google マップを図 3.13 に示す。簡易推定には三菱自動
車の電気自動車 i-MiEV を用いた。平均電費を 7.3km/kWh として、移動距離をこの電
費で除算することにより移動に要する電力量を演算する。そこで Google ルート検索に
よる移動距離情報を用いて移動距離を求め、7.3km/kWh 除算により i-MiEV の移動消
費電力量を推定できる。輸送元となる地点には、北九州市保有の清掃工場（ごみ発電施
設）を想定した。その理由は、各施設が停電時でも稼働可能な発電システムを所有して
おり、災害などの広域停電時にも発電拠点にできるためである。本簡易推定は、各自治
体が同様に保有する施設にて想定可能であるため、システムの水平展開を容易にできる。 
 
 
Fig.3.13 Moving distance power estimation in EV battery remaining by area [68] 
 
 日明工場(北緯：33.913444、東経：130.870297)、皇后崎工場(北緯：33.870899、東
経：130.742069)、新門司工場(北緯：33.856083、東経：130.993882)のそれぞれの経
度緯度を中心として、11×11 点の格子状の地点とのルート距離により演算を行う。こ
こで、隣り合う点の間隔は緯度方向には 0.04 度、経度方向には 0.04 度とし、およそ
4.5km 間隔とした。施設からの距離をそれぞれ EV 電費 7.3km/kWh で除算して消費電
力量とした後、MATLAB をもちいて電力消費量コンター図（等値線図）を作成した。 
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3.5.4 災害時対応な独立電源拠点の簡易推定結果（北九州市モデル） 
図 3.14 には、日明工場からの移動電力消費のコンター図（等値線図）を推定し、実
際の地図上に重ねたものを以下に示す。図 3.14 の中央右側には関門海峡が地図上に存
在するため道路ルートを考慮した迂回による移動電力消費エリア分布が確認できる。 
 
Fig.3.14 Moving distance power estimation from Hiagari power generation plant [68] 
 
 
Fig.3.15 Moving distance power estimation from Kougasaki power generation plant [68] 
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図 3.15 には、中央部の皇后崎工場からの推定分布を図示している。図 3.15 の中央部
右下には山が存在しているため、実際に適用した道路の蛇行に伴う移動距離の増加によ
る移動電力消費エリア分布が確認できる。 
図 3.16 では、新門司工場からの移動電力消費のコンター図を推定し、平野部と山間
部の供給可能量エリアの変化が見て取れる。図 3.16 でも中央部左下の山の存在により
道路蛇行に伴う移動距離の増加による電力低下の分布が確認できる。これにより EV 蓄
電装置の独立電力施設で充電後に避難所へ移動したとき電力残量を推測でき、NBDC
連係 PV-PCS 電力供給システムとの電力供給運用に有効である。 
以上の例に示すように、自治体が運用できる独立電源施設からの移動消費電力と地理
的要因を踏まえた EV 到着時の供給可能電力量の推定が可能となる。ルート検索を用い
たことにより、単純距離ではなく道路ルート状況に応じた実際の輸送を鑑みた輸送範囲
の把握ができ、EV による電力輸送計画を立てる際の大きな判断材料を与えることが可
能となる。それぞれのエリアを重ねることで電力融通可能エリアの把握も可能であり、
EV の分布情報と組み合わせることで柔軟な電力輸送も可能となる。本システムは ICT
により運用でき、スマートフォンアプリなどで確認できるなどの適用が期待できる。 
 
 
Fig.3.16 Moving distance power estimation from Shinmoji power generation plant [68] 
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3.6 非常時電力輸送ルート地理情報支援システムの提案 
 図 3.17 に、非常時における電力輸送ルートの地理情報支援システムを示す。地理情
報上には多様な情報の表現が可能となっている。情報はリアルタイムに更新することも
可能で、災害箇所情報、通行不可道路情報、停電エリアなどの情報を 1 つの地図上に表
現できるため、災害時の総合的な意思決定の支援が可能である。加えて、独立発電施設
の稼働状況もインプットでき、その施設からの電力輸送可能エリアの描写により、電力
の融通を視覚的に判断できる。このように、電力輸送ルートを決定する地理情報支援シ
ステムを提案することができる。 
 災害対策本部等の重要施設が系統電源を喪失した場合や、電力設備が浸水等により使
用不能となった場合、災害対応や応急復旧への悪影響が予想される。東日本大震災の直
後に災害対策本部が十分に機能しなかった原因の多くは、浸水で電力設備が使用不能に
なったからである。大雨浸水などの災害によって系統電源が喪失した場合には、災害対
策本部や避難所などの電力を確保する仕組みが重要視されている。この仕組みを検討す
る場合には、自治体公用車等で普及が進んだ電気自動車や環境工場のごみ発電施設や太
陽光発電システムなど、既存施設を最大限活用することが重要である。独立発電施設を
活用するために、EV 充放電を行う専用電力変換器の小型軽量化と、様々な EV 蓄電装
置の直流電圧に対応できる電力変換器が存在すれば、重要施設へ EV 電力輸送を利用し
た電力供給の継続を支援することができる。さらに、太陽光発電システムを設置した施
設に、電気自動車を接続して系統電源から自立した持続可能な電力供給も支援できる。 
 
Fig.3.17 Emergency PV-PCS power supply system using GIS and independent source [68] 
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電力輸送に関しては、迅速かつ安全性の高い輸送をするために移動距離による EV 蓄
電装置消費電力量の推定などができるナビアプリ連係が重要となる。電気自動車給電に
は「CHAdeMO 方式」（電気自動車等で規制された直流電力給電方式）を利用できない
とき、電気自動車蓄電装置の直流電圧状況に適合する専用の電力変換器が必要となる。
災害などの非常時には、電気自動車の電圧に合わせて自由に給電電圧を変えられる仕組
みを持った汎用的な電力変換器が必要である。電力輸送を行うにあたっては、電力変換
器は、小型軽量（自動車搭載型）のものが望まれる。太陽光発電システムを搭載した施
設は、電気自動車を利用することで、系統電源喪失時にも系統から自立した持続可能な
電力供給施設とすることが可能である。そのためには太陽光発電システムから電気自動
車へ蓄電するための EV 搭載可能な専用電力変換器が重要である。この点に関しては第
5 章で検討する。 
災害時に系統電源を喪失した場合に、電力を確保する仕組みを広げるには、系統と独
立した発電施設を増やす必要がある。中でも、太陽光発電システムは、他の発電施設と
比較して安価に導入・運用できる施設である。また、太陽光発電システムを設置した施
設は、電気自動車と併用することで、系統から自立した持続可能な電力供給施設として
構築できる。このような施設が増えると災害時に系統電源を喪失した場合でも、電力を
使用でき、災害等による電源喪失に強い街にできる。 
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3.7 まとめ 
 災害などの非常時には系統電源遮断によって電源喪失が発生する。非常事態でも電力
を確保することが最も重要な要件である。電力供給の継続を維持するために、電気自動
車を移動可能な蓄電池と見立てて、各家庭や施設に設置されている太陽光発電システム
と EV 蓄電装置を用いて、安定な電力確保が行える NBDC を用いた EV 連係 PV-PCS 自
立電力供給システムを提案した。 
災害などの非常時に、戸建住宅へ 1 世帯が避難してきた状況を想定した。また、停電
時に独立電源施設から電気を移送する EV 蓄電装置の移動消費電力量（片道）を 20%に
想定した。戸建住宅には PV-PCS システムと EV･1 台が設置されていることと、避難 1
世帯から EV が 1 台追加されることを前提とした。このときの非常時の戸建住宅電力消
費として通常使用量に非常時電力使用量を合わせた電力消費量を基に、2 台の EV 蓄電
容量（i-MiEV：三菱自動車製電気自動車）と独立電源施設による電力運用「EV-2way
自立電力供給方式」による解析（EV1 蓄電残量 20%で EV2 切替）を行った。晴天時に
は 1 台目の EV1 蓄電容量で運用ができ、2 台目 EV2 にも 80%程度の電力残量が維持で
きる。曇天時では充給電の繰返し後に 22 時 EV1 蓄電容量が 20%までに低下したが、2
台目 EV2 切替にて 24 時（EV 蓄電容量 60%）まで電力供給継続が可能であった。しか
し、雨天時では 18 時の EV1 蓄電容量が 20%まで低下し、2 台目 EV2 切替で 24 時には
EV2 蓄電容量 30%に低下したが、EV-2way 自立電力供給方式を用いた 1 日の電力供給
継続が可能であることを確認できた。最低限の使用電力消費の運用を行うことで、さら
に電力供給継続時間を長くできると考える。 
電力確保のための「EV-2way 自立電力供給方式」は独立発電所から電力充電輸送を行
うシステムであるが、電力輸送時の道路ルートよって EV 蓄電移動消費電力量が異なる
課題があった。そこで、北九州市地域をベースに北九州市・日明ごみ発電所（独立発電
所）からの EV 蓄電移動距離を想定し蓄電池消費量の割合をコンター図（等値線図）と
して電力残量割合線[%]で示した EV 電力輸送ルート移動消費推定マップを検討した。
電気自動車 i-MiEV の平均電費を 7.3km/kWh として北九州市の独立電源の 3 拠点を中心
に推定演算を行った。北九州市地図上と消費電力等値線図との比較から 5km～10km 道
路ルートで移動消費電力が 20%領域であることを確認できた。この領域において災害時
に生き残った設備（既設住宅用 PV-PCS システム）は本方式を用いることで停電状態で
も自立電力供給継続を行うことができる。 
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また、非常時の電力輸送ルートに対して地理情報を用いた電力輸送支援システムは有
効であり自治体への活用も期待できる。地理情報を用いた電力輸送支援システムは、リ
アルタイム情報更新が可能で「災害箇所情報」「通行不可道路情報」「停電エリア」など
1 つの地図上に同時表現が行えるため、災害時の総合的な意思決定の支援として独立発
電施設の稼働状況もインプットや、電力輸送可能エリアの描写から電力融通を視覚的に
判断できることを確認した。 
これまでは、災害対策本部等の重要施設が系統電源を喪失した場合や、電力設備が浸
水等で使用不能できない場合に応急復旧への悪影響が予想された。東日本大震災直後に
災害対策本部が十分に機能しなかった原因の多くは、浸水で電力設備が使用でいないこ
とによる。大雨浸水災害などの系統電源喪失では災害対策本部や避難所の電力確保が重
要視される。この課題に対応する本システムは、自治体公用車の電気自動車や環境工場
ごみ発電施設、太陽光発電システムなど既存の独立電源施設を最大限に活用できると考
える。災害時に収容人数が大きい避難所においては、系統電源が喪失した際には EV を
複数台集結させることで、本方式の EV 蓄電装置を移動可能な自立電力供給源として用
い、電力割り当て運用を行って電力供給継続が行えると考えられる。 
 太陽光発電システムを設置した施設は、電気自動車と併用することで、系統から自立
した持続可能な電力供給施設として構築できる。このような施設が増えると災害時に系
統電源を喪失した場合でも、電力を使用でき災害等による電源喪失に強いシステムを構
築できる。 
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第 4 章 EV 蓄電連係機能的 PCS 電力供給システム 
  
4.1 まえがき 
第 3 章では、EV 蓄電連係の住宅用 PV-PCS システムが非常時の自立電力供給の継続
に貢献することを示した。本章では系統連系時についての考察を行う。太陽光発電シス
テムは出力電力が天候に依存するため、系統に影響を与えることが懸念されている。ま
た軽負荷の時間帯においては再生可能エネルギーによる『余剰電力』の発生や、特に晴
天時のメガソーラー太陽光発電や大量の住宅用太陽光発電による『系統末端の電圧上昇』
や『系統電源の不安定状態』が問題となる。第 2 章では PV システムと EV 蓄電装置を
用いたPV変動抑制システムにより系統連系時のPV変動低減が行えることを示したが、
これには、直流部連結した EV 蓄電装置との変動成分抑制を行う充放電装置が不可欠で
ある。しかも、さまざまな種類の住宅用 PV-PCS が市場に存在するために非常時にも容
易に接続できる住宅用 PV-PCS システムの構築も必要である。 
ここでは、系統連系時の PV 変動問題に対応するために市場に拡販されている住宅用
PV-PCS システム構成を用いる。これにより非常時および系統連系時にも安定電力供給
を行うことができる直流連結のシステム接続を提案できる。また、このシステムを用い
た PV 変動抑制システムの各天候状態による PV 出力実データのシミュレーション検討
を行って、EV 蓄電装置の充放電電力特性を明らかにし、EV 蓄電充放電電力量を低減
させる手法と解析結果を示す。 
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4.2 太陽光発電出力変動 
太陽光発電などの天候状態（晴天、曇り[日中雲／晴時々曇]、雨天）によって出力電
力に変動が発生する再生可能エネルギーが大量導入されたことによって、この変動電力
を系統電源に逆潮流をおこなうと、系統電源が不安定となる可能性が指摘されている。
ここでは、太陽光発電の出力電力変動問題を検討する。 
 
 
Fig.4.1 PCS output data with PV power fluctuation in weather [70] 
図 4.1 には、PV 出力電力の各天候による出力変動電力状態を示す。また、図 4.2 には、
曇りなどの天候状態で発生した PV 直流電力の変動（PV Power Output）が、PCS を介し
て交流電力の出力変動（Reverse Power Fluctuation）に変換される実際の測定波形を示し
ている。下図のような変動電力が逆潮流されてしまうと、PV 大量導入の状況下では電
力系統の電源周波数変動や系統電圧上昇（電圧変動）を発生させる問題が生じる。 
 
Fig.4.2 Exciting Residential PV-PCS power fluctuation [70] 
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4.3 住宅用 PV-PCS 標準モデルの検討 
図 4.3 には、住宅用 PV-PCS システムの接続構成の検討を行うために、一般に市販さ
れている PCS の簡易構成を示す。通常、電圧形電力変換器の直流部は直流電圧を安定
維持するように制御する。図 4.3 (a) の PCS は、蓄電池充放電が可能なシステム構成で
あるが、限られた入出力直流電圧範囲の蓄電しかできない問題がある。ほとんどの住宅
用 PCS には、図 4.3 (a) の蓄電回路を持たない構成となっており、直流電圧制御が行え
る接続端子が外部にないため外部連係の蓄電制御を行うことはできない。図 4.3 (b) の
PCS は、双方向昇降圧制御を行う回路を持つ。直流電圧部を監視し低リップル化するた
めに異なる交流出力回路で階調制御を行う装置である。これは、より高効率な PCS と
して市販されており、前述の PCS よりもさらに直流電圧制御のマッチングを図ってい
るため直接の直流部連結は困難である。図 4.3 (c) の PCS は非常に特殊な電力変換装置
の構成となっている。DC/AC 直接変換の制御を行うために直流電圧部は常に変動して
おり、回路的にも制御方式が他の PCS とは全く異なる装置となっている。 
以上の検討結果から、研究目的である非常事態および系統連系時にも安定な電力確保
を行う電力供給システムの接続連係を実現させるには、市販の住宅用 PV-PCS システム
の活用が最も効果的で即効性がある。ここで、PV 出力接続の PCS 入力端子部は、どの
方式の住宅用 PV-PCS の PV 入力接続端子も同じ構成であることが分かる。この端子部
を共通の接続部としてEV蓄電装置などの電力供給源と接続するシステム構成を提案す
る。共通直流接続部を用いた PV 変動抑制手法を用いた EV 等の蓄電池充放電制御を行
えば、どの住宅用 PV-PCS にも対応した系統連系・自立電力供給システムの簡易接続が
可能となる。 
 
  
 
 第 4 章 EV 蓄電連係機能的 PCS 電力供給システム 
九州工業大学大学院 生命体工学研究科 生体機能専攻 
- 50 - 
 
(a) DC bus linked type（出典：GS ユアサ） 
 
(b) Gradationally controlled type（出典：三菱電機） 
 
(c) DC/AC Buck-Boost direct controlled type（出典：安川電機） 
Fig. 4.3 Residential PV-PCS structure in Japanese standard model [70] 
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direct
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4.4 PV fluctuation suppression (PVFS)  
太陽光発電システムは天候により出力電力が変動するため、系統連系時に天候変動に
よる太陽光発電の出力変動が系統に悪影響を与えることが懸念されている。一方で軽負
荷の時間帯では、再生可能エネルギーによる『余剰電力』、特に晴天時のメガソーラー
太陽光発電や大量の一般住宅用太陽光発電によって『系統末端の電圧上昇』や『系統電
源の不安定状態』などが問題となるため、再生可能エネルギーの出力抑制規制の導入も
検討されている。 
提案した NBDC 連係住宅用 PV-PCS 電力供給システムは、第 2 章で示したように、
常時、電源系統と接続できるため、EV 蓄電池などの連係により出力変動成分の充放電
制御を用いて、太陽光発電の出力電力変動の緩和に応用させることができる。本章では、
PV 出力変動抑制を PVFS ( Photovoltaic power Fluctuation Suppression ) と称し、電力変動
緩和のための PVFS システム構成と単純移動平均法 SMA ( Simple Moving Average )を用
いた変動抑制の PVFS 制御モードの基本理論を示す。 
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4.4.1 PVFS システム原理 
 図 4.4 に PV 出力電力の変動を抑制する PVFS システム構成を示す。PV 出力端子と接
続できる蓄電池充放電制御を有する簡易システムモデルとなっている。系統と連系可能
な市販 PCS の PV 出力部と電気自動車を移動可能な蓄電装置とした EV 蓄電池と PV 電
力との充放電制御を行う双方向 DCDC コンバータとが接続される。ここで、この双方
向 DCDC コンバータには、EV が移動して接続されていないときにでも、システムの充
放電アシスト行える補助バッテリーも接続できる構成である。図 4.5 に住宅用 PV-PCS
システムを用いた時の PVFS 制御の概念図を示す。PV 出力が変動に対して EV 蓄電装
置から変動成分とは逆の充放電電力を供給することによって変動抑制が行われる。 
 
Fig.4.4 Stable power supply delivery system model [70] 
 
 
Fig.4.5 PV power fluctuation suppression model with Residential PV-PCS [70] 
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4.4.2 PVFS 制御モード 
 図 4.6 は、系統連系 PV-PCS 電力供給システムに PVFS 制御によるアルゴリズムを示
している。平常時は、太陽光発電への日射状態すなわち天候状態によって PVFS 制御を
行うか停止したままを判断するルーチンを持つ。PVFS 制御が行われる場合は、当然、
蓄電池装置（EV 大容量蓄電装置など）への PVFS に応じた SMA 充放電制御によって出
力変動抑制が行われる。ここで PV 出力が、安定電力を出力している場合には、PVFS
制御モードを停止させ余剰電力の充放電制御を行う蓄電装置監視モードに移行するシ
ステムとした。これは不要な動作を双方向 DCDC コンバータに行わせないことを目的
としている。双方向 DCDC コンバータは、半導体素子のスイッチング制御動作によっ
て充放電の電力変換を行っている。このときスイッチング動作が行われるとスイッチン
グロスと呼ばれる電力損失を発生させるため、PVFS を行わない制御モードのとき、も
しくは蓄電池装置への充電動作を行わないときには制御動作を停止させて損失低減を
図る。 
 
 
Fig.4.6 PVFS control algorithm of Grid-connected PV-PCS system [70] 
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4.5 Simple Moving Average (SMA) Method 
太陽光発電システム（以下、PV-PCS システム）は、平常時は天候によって発電電力
変動が発生する。このとき安定電力を系統に供給することが、系統連系時の電力供給シ
ステムの重要な要素となる。図 4.7 と図 4.8 に単純移動平均手法（Simple Moving 
Average：SMA）を用いた電力変動抑制（PV power Fluctuation Suppression：PVFS）の制
御ブロック図とシミュレーション波形を示す。図 4.8 から、提案したシステムを用いた
場合、天候変動による PV 出力電力変動が抑制されることを示している。式(4.1)は、SMA
を用いた変動抑制の目標値（Ptarget(k)）の計算式である。Ppv は、1 秒毎の PV 出力電
力を示している。 


 MA
T
t
PV
MA
ett ikPT
kP
1
arg )(
1
)( 　　
        (4.1) 
 
 
Fig.4.7 PVFS simulation block diagram using SMA [70] 
 
 
Fig.4.8 PVFS simulation waveform using SMA [70] 
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4.6 PV 出力変動抑制シミュレーション 
 ここでは、PVFS による出力変動抑制を行うための SMA 演算を用いた PVFS-SMA 動
作モードの制御シミュレーションを行い変動抑制効果の確認を行う。また、PVFS-SMA
動作において停止動作を PVFS-SMA 制御モード用いた場合の On/Off 停止動作を含む
PVFS-SMA 制御の有効性についてもシミュレーションで検討する。 
 
4.6.1 PVFS-SMA 動作モード検証 
 太陽光発電アレイ 2.88kW（京セラ製）と、それに接続した PCS（三菱電機製）から
の出力電力情報を用いてシミュレーションを行った。SMA 電力変動抑制演算による
PVFS-SMA 制御の連続動作のシミュレーション結果を示す。各種天候状態（晴れ[快晴]、
曇り、雨）の PV 出力実データを用いて 5 分、15 分、30 分の SMA 演算による PVFS シ
ミュレーション結果と蓄電池充放電特性および充放電電力量の結果を示す。 
 図 4.9 と図 4.10 は、晴天時の PV 出力実データを用いた PVFS-SMA 動作シミュレー
ション結果である。図 4.9 では、PV アレイに若干雲がかかったため瞬時的な PV 電力変
動が発生している。このときの電力変動によって表 4.1 と表 4.2 のいずれの制御時間
（5/15/30[min]）でも蓄電池充放電電力の最大値に差が発生するのが分かる。しかし、
図 4.10 の快晴の天候状態では PV 出力の変動は極めて小さいために、充放電電力最大値
は当然小さくなるが、これにも関わらず蓄電池の定量電力量が発生する結果を得た。こ
れは、SMA 制御の移動平均処理の遅れ要素による影響が出ているものと推測される。
図 4.11 の曇りの結果から、急激に日射量が増加する（常時太陽に雲がかかり低日射の
状態）とそれに伴って PV 出力電力も急激に上昇する。曇りでは低い電力状態が維持さ
れるので、蓄電池への充電電力最大値が放電電力最大値に対して大きくなる傾向がある。
図 4.12 の薄曇りの天候の場合、日射量の増減が繰返し発生していれば最大値差は発生
しにくいことが確認された。図 4.13 の雨天の場合では、常時低日射状態となり、充放
電最大値と蓄電池定量電力量の双方とも小さい状態となる。 
ここで、蓄電池入出力電力量状態を検証すると、快晴/曇り/雨天で比較から、5[min]
制御（89/82/33[Wh]）、15[min]制御（266/221/83[Wh]）、30[min]制御（532/401/145[Wh]）
の結果が得られ、本制御の PVFS-SMA 動作では、快晴時の極低電力変動状態において
蓄電池入出力電力量が大きくなる傾向があることが確認された。 
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(Left) PV-SMA power、 (Middle) Battery Power、 (Right) Battery electric power consumption 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 5 [min] (Fine day 29/01/2014) 
 
 
 
 
 
 
 (b) 15 [min] (Fine day 29/01/2014) 
 
 
 
 
 
 
(c) 30 [min] (Fine day 29/01/2014) 
Fig.4.9 PVFS simulation results using SMA method: [70] 
Table 4.1 SMA normal control simulation results on Fine day [29/01/2014] [70] 
Simple moving average control 5 minutes 15 minutes 30 minutes 
Charge-Discharge 
Max. Power Value[W] 
Charge 756 745 778 
Discharge 732 935 1010 
Battery Power value[Wh] 
Max. 76 229 456 
Min. -6.3E-16 0 -1.7E-12 
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(Left) PV-SMA power、 (Middle) Battery Power、 (Right) Battery electric power consumption 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 5 [min] (Fine day 16/03/2014) 
 
 
 
 
 
 
 (b) 15 [min] (Fine day 16/03/2014) 
 
 
 
 
 
 
(c) 30 [min] (Fine day 16/03/2014) 
Fig.4.10 PVFS simulation results using SMA method: [70] 
Table 4.2 SMA normal control simulation results on Fine day [16/03/2014] [70] 
Simple moving average control 5 minutes 15 minutes 30 minutes 
Charge-Discharge 
Max. Power Value[W] 
Charge 253 294 333 
Discharge 423 402 384 
Battery Power value[Wh] 
Max. 89 266 532 
Min. -1.1E-14 0 -4.5E-12 
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(Left) PV-SMA power、 (Middle) Battery Power、 (Right) Battery electric power consumption 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 5 [min] (Cloudy day 22/01/2014) 
 
 
 
 
 
 
 (b) 15 [min] (Cloudy day 22/01/2014) 
 
 
 
 
 
 
(c) 30 [min] (Cloudy day 22/01/2014) 
Fig.4.11 PVFS simulation results using SMA method: [70] 
Table 4.3 SMA normal control simulation results on Cloudy day [22/01/2014] [70] 
Simple moving average control 5 minutes 15 minutes 30 minutes 
Charge-Discharge 
Max. Power Value[W] 
Charge 831 1039 1200 
Discharge 532 585 574 
Battery Power value[Wh] 
Max. 64 184 325 
Min. -5.1E-13 0 -2.9E-12 
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(Left) PV-SMA power、 (Middle) Battery Power、 (Right) Battery electric power consumption 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 5 [min] (Cloudy day 09/03/2014) 
 
 
 
 
 
 
 (b) 15 [min] (Cloudy day 09/03/2014) 
 
 
 
 
 
 
(c) 30 [min] (Cloudy day 09/03/2014) 
Fig.4.12 PVFS simulation results using SMA method: [70] 
Table 4.4 SMA normal control simulation results on Cloudy day [09/03/2014] [70] 
Simple moving average control 5 minutes 15 minutes 30 minutes 
Charge-Discharge 
Max. Power Value[W] 
Charge 1141 945 948 
Discharge 1073 945 875 
Battery Power value[Wh] 
Max. 82 221 401 
Min. -3.3E-13 0 -1.4E-15 
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(Left) PV-SMA power、 (Middle) Battery Power、 (Right) Battery electric power consumption 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 5 [min] (Rainy day 14/03/2014) 
 
 
 
 
 
 
 (b) 15 [min] (Rainy day 14/03/2014) 
 
 
 
 
 
 
(c) 30 [min] (Rainy day 14/03/2014) 
Fig.4.13 PVFS simulation results using SMA method: [70] 
Table 4.5 SMA normal control simulation results on Rainy day [14/03/2014] [70] 
Simple moving average control 5 minutes 15 minutes 30 minutes 
Charge-Discharge 
Max. Power Value[W] 
Charge 325 461 546 
Discharge 284 423 473 
Battery Power value[Wh] 
Max. 33 84 145 
Min. -6.6E-16 -3.1E-15 -1.2E-13 
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4.6.2 PVFS-SMA 停止モード 30 分 On/Off 繰返し動作の検証 
 4.4 章の SMP 電力変動抑制演算による PVFS-SMA 制御の 30 分毎停止を含む繰返し
On/Off 動作による PV 出力変動制御の抑制効果について検討する。 
表 4.2 の晴天時 PVFS-SMA 制御結果から、変動が極めて小さい晴天時の PV 出力電力
状態の時に、蓄電池からの出力電力量（5 分制御で 89[Wh]、15 分制御で 266[Wh]、30
分制御で 532[Wh]）が移動平均法制御の影響によって発生することが確認された。PV
出力の変動が極めて小さい場合には変動抑制が必要ないため、本来、蓄電池からの出力
は不要であるが、移動平均法の平均時間を大きくとると遅れ要素を増加させたことが要
因と推測される。ここでは、この現象を低減させるために PV 変動抑制動作を一定時間
停止させる PVFS-SMA 停止モードを行う制御を用いて快晴時の PV 出力変動が極めて
小さいときの PVFS-SMA 制御蓄電池定量出力を低減させる制御シミュレーションの検
証を行う。 
図 4.2 の快晴時（Fine day 16/03/2014）の PV 出力データを用いて、5 分、15 分、30
分の 30 分毎停止を含む繰返し On/Off 動作による PV 出力変動抑制制御による PVFS 結
果と蓄電池充放電特性および充放電電力量の結果を示す。表 4.2 と表 4.6 の結果を比較
すると、「On/Off 制御なしと On/Off 制御あり」では、5[min]制御（充電：253/253[W]、
放電：423/423[W]）、15[min]制御（充電：294/294[W]、放電：402/335[W]）、30[min]制御
（充電：333/323[W]、放電：384/340[W]）の結果であり、充放電電力最大値にほぼ変化
が発生しないこと分かった。しかし、蓄電池出力電力量では、5[min]制御（89/49[Wh]）、
15[min]制御（266/138[Wh]）、30[min]制御（532/259[Wh]）の結果となり、ほぼ半分の低
減が可能である結果を得た。 
快晴時以外に本方式を用いると PVFS 制御 off 動作では変動抑制を停止させるために
系統に変動電力が出力されてしまうが、PV 変動が極めて小さい場合にのみ適用するこ
とによって PVFS-SMA 制御の快晴時 PV 低変動出力時の蓄電池定量出力量を低減させ
ることができると考える。しかしながら PV 変動が極めて小さい場合のみの制御切替の
運用は、今後の詳細な制御解析の研究が必要である。 
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(Left) PV-SMA power、 (Middle) Battery Power、 (Right) Battery electric power consumption 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 5 [min] (Fine day 16/03/2014) 
 
 
 
 
 
 
 (b) 15 [min] (Fine day 16/03/2014) 
 
 
 
 
 
 
(c) 30 [min] (Fine day 16/03/2014) 
Fig.4.14 PVFS 30 min On/Off control simulation results using SMA method: 
Table 4.6 SMA 30 min On/Off control simulation results on Fine day [16/03/2014] 
Simple moving average control 5 minutes 15 minutes 30 minutes 
Charge-Discharge 
Max. Power Value[W] 
Charge 253 294 323 
Discharge 423 335 340 
Battery Power value[Wh] 
Max. 49 138 259 
Min. -1.1E-14 0 -29 
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4.7 まとめ 
 第 4 章では、それぞれ晴天・曇り・雨天の 2.88kW 容量 PV 出力実データの違いによ
る蓄電装置の最大充放電電力およびバッテリー電力量の特性検討のための単純移動平
均処理時間（SMA）を 5min、15min、30min のシミュレーション解析から NBDC 連係
PV-PCS 電力供給システムに PVFS-SMA 制御を適用した場合の特性確認を行った。 
雲による瞬時的な PV 電力変動が発生する晴天の最大補償電力は 1000W 程度（放電
電力[30min]）であった。快晴時の最大補償電力は 500W 程度（放電電力[5min]）であっ
た。PV 出力が小さい曇り日または比較的 PV 出力が大きい曇り日の最大補償電力は
1200W（充電電力[30min]）であった。雨天の最大補償電力は 500W 程度（充放電電力
[30min]）であった。この結果から晴天・曇り・雨天による PVFS-SMA 制御で補償する
最大充放電電力は、2.88kW 容量の PV 出力変動に対して 1000～1200W 程度で補償が行
うことが可能である。系統に大量の PVシステムが導入された場合の余剰電力状態には、
蓄電装置に直流充電を行って余剰電力の低減を行う。PV 出力電力の急速な増減による
出力変動には、システムの急速な直流充放電を行う PVFS-SMA 制御によって PV 出力
変動を抑制できることをシミュレーション解析から確認した。 
また、バッテリー電力量を快晴/曇り/雨天で比較すると、5min 制御では 89、82、33[Wh]。
15min 制御では 266、221、83[Wh]。30min 制御では 532、401、145[Wh]であった。この
結果から本制御の PVFS-SMA 動作において、PV 出力変動が非常に小さい快晴では SMA
処理時間の増加と共にバッテリー電力量も増加する傾向を示した。快晴時の PV 出力変
動は極めて小さい場合には充放電電力の最大値が小さくなり、これにも関わらずバッテ
リー電力量が定量的に増加する。これは、SMA 制御の平均処理遅れ要素の影響である
と推測する。そこで、PV 出力変動が極めて小さい場合（快晴時）のバッテリー電力量
の定量出力問題には、PVFS-SMA 制御に停止モード On/Off 動作を付加することにより
定出力量を低減できることをシミュレーション解析から確認した。しかし、PV 変動が
極めて小さい場合のみの切替制御の適用は、今後の詳細な制御解析の研究が必要である。 
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第 5 章 蓄電装置連係住宅用 PV-PCS 電力供給システムの開発 
 
5.1 まえがき 
これまで提案してきた既設の住宅用 PV-PCS システムと蓄電池装置（例えば、EV 蓄
電池や設置型大容量リチウム電池など）との連係による電力供給システムは、停電など
の電源系統遮断時に自立電力供給システムとして活用することができる。 
現在、太陽光発電と電気自動車を用いた住宅用電力供給システムが種々存在するが、
これら電気自動車蓄電池と太陽光発電との組み合わせの適用技術には多くの規制があ
る。住宅用太陽光発電は PCS 装置と共に利用されるのが一般的で、PCS は太陽光発電
の直流電力から交流電力へ変換して系統連系を行う装置である。太陽電池と PCS で構
成する既設の住宅用太陽光発電システムに電気自動車などの蓄電装置との連係を行う
には、交流側か直流側との接続の選択が必要となる。太陽光発電システムのような分散
型電源を設置して電力系統に連系させるには系統連系技術要件の系統ガイドラインを
満たす必要があるが、市販の PCS はこの基準に準拠した系統連系装置であるので PV 発
電による電力を逆潮流できる利点を持つ。また、電気自動車の蓄電池連系の場合には、
電気自動車蓄電池電圧に対応した双方向 DC/DC コンバータと系統連系技術要件ガイド
ラインを満たした高機能双方向 DC/AC インバータが必要となる問題がある。住宅用
PV-PCS システムは双方向の電力変換装置ではないために電力系統から電気自動車の蓄
電装置への充電を行うには専用充電プラグも要求される。 
本論文では、既設の住宅用太陽光発電システムに電気自動車などの蓄電装置を連係さ
せるために直流側接続部で連結するシステムを用いることで、既に普及している PCS
装置を最大限に活かした電気自動車蓄電池併用のシステムを構築することを提案する。 
ここでは、様々な住宅用 PV-PCS システムの直流側接続部と連結させることができる
小型の NBDC 装置（非絶縁双方向 DCDC コンバータ：Non-isolated Bidirectional DCDC 
converter）を専用制御基板（ゲート駆動回路基板、VI 検出回路基板）として開発を行い、
開発した制御基板の動作や検出精度を検証する。また、提案した NBDC 装置を用いて、
蓄電装置と直流連係によるPV-PCS電力供給システムの自立電力供給動作の確認を行う。 
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5.2 既設 PV-PCS 連係蓄電システム 
住宅用 PV-PCS システムには、系統連系を行うために直流電力を交流電力に変換する
DC/AC インバータ制御部がある。この DC/AC インバータは、系統へ電源周波数と電源
電圧を規定値内で制御を行うことができ、系統ガイドラインに準拠した逆潮流（PV 発
電電力を系統電源に潮流）の系統連系が可能である。 
しかし、東日本大震災の災害などで電源遮断のような電力が供給されない状態におい
ても、太陽光発電システムは晴れの日中には電気を使用できると考えられていたが、実
際は使用できない仕様となっていた。従来の太陽光発電システムは系統遮断を検知する
と「単独運転防止機能」が作動し電力を出力しなくなるモードに移行するためである。
このために近年は系統遮断時でも電力を出力する自立運転機能（専用スイッチ ON で動
作）が設けられ、PV 自立電力供給コンセント（Self-supported power outlet ）が常設さ
れるようになった。 
非常時などの系統遮断時に住宅用 PV-PCS システムの直流部に蓄電装置を併設し、直
流電力を双方向で制御する双方向 DCDC コンバータを連結することで汎用的な自立電
力供給システムを構築することができる（自立コンセントより AC100V を出力）。蓄電
装置として、EV 蓄電池もしくは鉛蓄電池や一般家庭用大容量リチウム電池などが対象
である。雨天や夜間には自立コンセントからの電力供給はできないため、住宅用の既設
PV-PCS と EV 蓄電装置を連係させる非絶縁絶縁双方向 DCDC コンバータ（NBDC）併
設の既設 PV-PCS 連係蓄電システムを提案する。 
ここで、太陽光発電の災害時・停電時に自立コンセントから電力供給が可能な自立運
転機能を示す。 
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太陽光発電システムは、停電時にも自立運転機能に切り替えて使用すれば家電製品等
を使用できる。災害時にも既設住宅用太陽光発電システムが壊れていなければ、同様に
自立運転モードで使用することが可能である。ただし、自立運転機能で使える容量には
上限があるために、多くの家電製品を同時に接続して使用することは難しく非常時に使
用する家電製品の選択が重要である。ここで、通常状態（平常時）の太陽光発電システ
ムは、電力会社と系統連系されて稼動している。発電電力を自宅で利用しながら余剰電
力を電力会社に売電でき、夜間や発電量が少ない時には、電力会社からの電気を買電で
きる仕組みとなっている。自立運転とは、電力会社との系統連系が遮断された状態での
太陽光発電システム単独（自立）運転を意味する。前述の通り近年の住宅用 PV-PCS シ
ステムには自立運転機能がほぼ全て常設されている。自立運転モードにすると、自立運
転コンセントから太陽光発電の電気が出力される機構である。太陽光発電の自立運転モ
ードでは、PCS１台で 1500W（1.5kW）を上限に使用できる規格となっている。1500W
では、例えば快晴時は以下の家電製品を同時に使用可能である。 
 
・電子レンジ（800W） 
・テレビ（100W） 
・ノートパソコン（80W） 
 
しかし、薄曇りでも発電するため非常用としてテレビで災害状況を確認したり、携帯電
話を充電したりすることは全く問題ない。東日本大震災の際、電気復旧が滞る中で自立
運転機能がある太陽光発電を設置していた家庭では、太陽光発電の電気を近隣の方々の
携帯電話充電に使用し、別の災害では台風襲来による被害で電気が数日間復旧しない中
でも、台風一過後の好天によって太陽光発電の自立運転機能のみでも多くの発電量が確
保でき、掃除機など平常時と同じように使用できた事例もある。しかし、自立運転時に
はエアコンやオーブンレンジのような大電力、複数の家電機器の同時使用等によって消
費電力が 1500W を超える場合には出力不足となり PCS 出力を断続的に遮断してしまう
ので注意が必要である。 
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5.3 非絶縁双方向 DCDC コンバータの試作 
既設の太陽光発電システムと電気自動車蓄電池を併用する連係システムを用いて、災
害などの停電時に電力確保ができる新しい機能を備えた自立電力供給システムを提案
する。提案したシステムには直流部連結の双方向電力供給装置が不可欠であり、この装
置には、昇降圧動作を行う非絶縁双方向 DCDC コンバータ（Non-isolated Bidirectional 
DCDC converter：NBDC）を使用する。 
ここでは、太陽光発電システムと電気自動車などの蓄電池装置との協調制御装置とし
て汎用的に直流部接続が可能な広範囲の直流電圧に対応できる非絶縁双方向 DCDC コ
ンバータの制御回路の開発と電力供給の自立動作の確認を行う。 
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5.3.1 双方向 DCDC コンバータ構成と基本動作 
図 5.1 には、双方向で昇降圧動作が行える NBDC の基本構成を示す。Vpv は高電圧側
（High Voltage：HV）の直流電圧、Vbatt は低電圧側（Low Voltage：LV）の直流電圧で
ある。電流 i は Vbatt から Vpv に流れる放電直流電流（昇圧動作）である。電流 i が、
Vpv から Vbatt に流れる場合には充電電流（降圧動作）となる。また、S1 と S2 は NBDC
のスイッチング制御を行うための還流ダイオードを内蔵した半導体モジュール IGBT
（Insulated Gate Bipolar Transistor）であり、L は NBDC の昇降圧動作を実現させるため
のインダクタンスである。 
 
Fig.5.1 NBDC structure [71] 
 
 
Fig.5.2 Theoretical operating waveform [71]  
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図 5.2 には、図 5.1 の非絶縁双方向 DCDC コンバータ（Non-isolated Bidirectional DCDC 
converter：NBDC）の基本動作モードを示している。ここで、T (=1/ fsw)はスイッチング
周期であり、D は、NBDC 制御のデューティサイクルである。図 5.2 には、IGBT 半導
体モジュール S1 と S2 のスイッチング on/off 動作によって NBDC（非絶縁双方向 DCDC
コンバータ）の理論的な昇降圧動作の波形が示されている。Vpv＞Vbatt のときの直流
電圧状態の動作モードを図 5.3 と図 5.4 に示す。 
   
(a) boost drive on-mode 
  
(b) boost drive off-mode 
 
(c) boost current waveform 
Fig.5.3 Boost mode [71]  
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 いかなる場合においても（上記回路状態のとき）、Vbatt から Vpv に流れる電流を放
電直流電流とし、Vpv から Vbatt に流れる電流を充電電流とする。仮に Vpv＜Vbatt のと
きでも、電流方向は前述の定義に従う（蓄電装置に入力される電流：充電電流、蓄電装
置から出力される電流：放電電流）。しかし、この直流電圧状態の場合には、昇降圧の
動作は逆となる。 
  
(a) buck drive on-mode 
  
(b) buck drive off-mode 
 
(c) buck current waveform 
Fig.5.4 Buck mode [71]  
S1
S2
L
+
VPV
+
Vbatt
i
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表 5.1 には、直流電圧制御を行うとき、NBDC システムの制御動作モードの分類を行
っている。EV(PHV)蓄電装置および鉛電池などには、様々な直流電圧タイプが存在して
いる。表 5.1 から分かるように 360Vdc の LEAF 蓄電装置の直流電圧が最大値となって
いる。蓄電装置の電圧比較において、COMS 蓄電装置の電圧は 72Vdc であり EV 蓄電池
電圧の中で最小値である。これらの電圧値で回路動作を行うためには、これらの直流蓄
電装置の電圧範囲において、各動作モードで NBDC 回路配線が変更されなければなら
ない。このとき、表 5.1 の各制御モードを考慮する必要がある。ここで、表 5.1 の動作
モードに対応できる回路構成を図 5.5 に示す。図 5.5 の回路構成では、昇降圧動作の入
出力制御切り替えを制御モードに応じて SW1-A/B と SW2-A/B の On/Off により NBDC
動作モード変更が行えるシステムであり、表 5.1 の制御対象となる全直流電圧範囲を包
括できる構成とした。図 5.5 のシステムに対応できる制御回路の開発を行う。 
 
Table 5.1 System operating mode in DC voltage regulation [71] 
 
 
 
Fig.5.5 DC-bus voltage selection NBDC circuit model for Buck-Boost mode change [72] 
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5.3.2 自立電力供給機能を持つ PV-PCS 電力供給システム 
 図 5.6 には、自立電力供給機能を有する既設の住宅用 PV-PCS を用いた電力供給シス
テムの制御ブロック図を示す。図 5.6 の電力供給システム構成では、PV、PCS、および
制御用絶縁電源、EV 想定の蓄電池、IGBT 半導体モジュールとその駆動用の光学的絶
縁されたゲート駆動回路、および CT 絶縁の電流検出回路と光学的絶縁の電圧検出回路
を含む NBDC によって構築される。 
DSP コントローラは、NBDC 制御装置の PV 側と Battery 側で検出された絶縁電流/電
圧検出情報をもちいて NBDC の昇降圧デューティを操作してパルス信号を出力する。
光学的絶縁ゲート駆動回路は、IGBT 駆動制御電圧と NBDC 直流電圧とを絶縁したまま
の動作を行う。HCPL3120 フォトカプラゲート駆動 IC を IGBT 半導体動作用ゲート駆動
回路に使用した。電圧検出および電流検出は、NBDC の制御を行うための検出回路であ
る。ここでも制御電源部と NBDC 直流電圧部との同様の絶縁が必要である。PV 側の直
流電圧と Battery 側直流電圧の検出において NBDC 動作で発生するノイズにより誤動作
が発生するのを防止する回路が必要である。電流検出には、ホール素子で電流磁束を検
出する CT（絶縁型電流検出器）を用いる。CT は既に NBDC 主回路部とは直接接続さ
れないため CT 検出を DSP コントローラに用いる。IGBT スイッチングによって高周波
の電流リンギングが発生するため、電流検出には高周波ノイズ除去の回路を必要とする。 
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Fig.5.6 Control block diagram using the residential PV-PCS with self-supported supply [71] 
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5.3.3 IGBT ゲート駆動回路と VI 検出回路開発 
 災害時に即効性のある自立電力供給システムは持ち運びができるように小型装置で
あることが望まれる。このためシステムに用いられる制御回路も小型になるように制御
基板を開発する。IGBT ゲート駆動回路および VI 検出回路（Voltage [V]/Current [I] 検出
回路）は、ノイズ流入による誤動作破損を防止するために、光絶縁 IC と電流検出用 CT
を用いることとした。主回路直流電圧と制御用電圧とが光絶縁にて完全絶縁されている
ため、高電圧側で IGBT の破損が仮に生じたとしても、制御基板側の制御電源には主回
路の高電圧が流入しないため 2 次的破壊には決して至らない回路方式を採用した。開発
した電力変換装置用制御基板を図 5.7 および図 5.8 に示す。移動可能な装置として小型
化が望まれるため、基板サイズを 10cm×20cm の手帳サイズに小型化設計を行った。ゲ
ート駆動回路および電圧検出回路には小型化を行うための光絶縁小型 IC を適用し、電
力制御範囲で異なる主回路デバイス以外の電力変換器の制御基板として使用できる。 
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(a) Gate drive circuit board                                 
 
(b) Gate PCB diagram    
 
(c) Gate drive schematic diagram 
Fig.5.7 Development of smart gate drive circuit [71] 
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(a) VI circuit board 
 
(b) VI PCB diagram 
 
(c) Voltage detecting schematic diagram 
Fig.5.8 Development of smart detecting circuit [71] 
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5.3.4 ゲート駆動回路 
 ゲート駆動回路は、光絶縁デバイス・フォトカプラ（HCPL-3120）を用いて絶縁を行
う構成となっている。これは、非絶縁双方向DCDCコンバータの半導体モジュール IGBT
が扱う高電圧部と制御信号のゲート信号（5Vdc 系）とを絶縁しなければならないため
である。また、大電流半導体の IGBT は、ゲート容量が大きいために±15Vdc 電源と
PNP/NPN トランジスタを用いた 3 ステートスイッチング動作（ゼロ電圧、+20Vdc、−9Vdc）
によって IGBT の ON/OFF 動作を確立させる。回路における−15Vdc 電位部のツェナー
ダイオードは、負駆動の電圧調整用素子で−9.1Vdc のデバイス素子を用いる。負駆動電
位を−15Vdc で IGBT スイッチング OFF 動作をさせていないのは、SOA （Safety Operating 
Area）問題と負電圧駆動による過大なリンギング電圧（サージ電圧）を未然防止させる
ためである。 
 開発したゲート駆動回路には、2 つの基本仕様が選択できる回路基板となっている。
その仕様を図 5.9 に示す。PC5 電源は PNP トランジスタと ZD（ツェナーダイオード）
によって入力電圧が+3.6Vdc 以下になると自動的に OFF となる回路であるため、図 5.10
に示すように制御信号+5V の電位変動の誤動作を防止できる。また、図 5.11 からゲー
ト駆動回路 On 信号電圧値は約 19Vdc、Off 信号電圧値は約－9Vdc であり、どの回路も
同等の電圧出力状態であることを確認した。それぞれ非絶縁双方向 DCDC コンバータ
用 IGBT 推奨ゲート電圧の On 信号電圧範囲 15Vdc+10%、Off 信号電圧範囲－5Vdc～－
10Vdc を満たすように電圧設定を行っている。また、チャタリング防止回路によって
10[us]以上のチャタリング現象が防止されていることが分かる。 
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(a) Open Corrector drive 
 
(b) 5V On-pulse drive 
Fig.5.9 Gate drive circuit principal model [71] 
 
 
Fig.5.10 On/Off pulse switching ringing image [71] 
  
 
 第 5 章 蓄電装置連係住宅用 PV-PCS 電力供給システムの開発 
九州工業大学大学院 生命体工学研究科 生体機能専攻 
- 78 - 
 
(a) No.1 gate drive circuit 
 
(b) No.2 gate drive circuit 
 
(c) No.3 gate drive circuit 
 
(d) No.4 gate drive circuit 
Fig.5.11 4-gate drive circuit On/Off switching results [71] 
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5.3.5 電圧検出回路の精度評価 
 開発した電圧検出回路は、広域の電圧範囲を一定の誤差範囲で検出を行うことができ
る。検出結果を表 5.2 に示す。蓄電池電圧において EV 直流電圧が最も低い COMS の
72Vdc を最低電圧検出レベルの電圧とすると、72Vdc での検出誤差は±1[%]以内の高精
度の検出であることが図 5.12 より確認できる。電圧検出回路には光学的絶縁を用いた
フォトカプラ絶縁 IC(HCPL7800)にて小形回路を構成した。この回路の評価は、電圧変
換ゲインと電圧検出誤差計算式(5.1)、式(5.2)を用いて評価する。GIN は、高電圧変換ゲ
インである[180/(240K+180)]。GHCPL7800は、IC 変換ゲインで、その値は 8 である。GVdet
は、低電圧部の AMP 設計された回路部は、AMP ゲイン[15K/(1.5K+7.5K)]である。した
がって、近似計算すると 100 となる GVout ゲインは、式(5.1)により算出される。開発基
板を評価するために測定値を用いて式(5.2)の誤差を算出する。 
図 5.12 の絶縁電圧検出回路の結果より 100Vdc 以上の入力電圧検出誤差は、1[%]以
下であり、100Vdc 未満の誤差は、1[%]以上 10[%]未満の範囲であった。ここで、VINは
入力直流高電圧であり、VDETは低電圧変換回路検出の直流電圧である。電圧検出回路は、
この研究回路の重要な要素である。電圧検出回路は、高電圧から低電圧へ変換している。
回路の複雑化を避けるために、光学的絶縁電圧変換 IC の HCPL7800 を適用した。これ
により複雑な多段 AMP 回路を用いずに高電圧から絶縁した直流電圧を検出できる。各
デバイスの精度誤差が制御動作に影響を与えるため、製作後の回路には精度評価が必要
となる。例えば、直流入力電圧 300Vdc における電圧検出誤差が 5[%]の場合、15Vdc の
定常誤差が電圧制御に重畳されるため、できるだけ検出精度の高い回路が望ましい。 
　　 tVdeHCPLINVout GGGG  7800           (5.1) 
 
100][
][
][[%] 


  vV
G
vV
vVerror in
Vout
tVde
in 　
　
　         (5.2) 
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Fig.5.12 Measurement result of isolated voltage detecting circuit [71] 
 
 
 
Table 5.2 Evaluation of isolated voltage detecting circuit [71] 
 Ch1 Ch2 Ch3 Ch4 
Vin [v] 300.07 200.04 100.02 300.07 200.00 100.06 300.02 200.03 100.02 300.05 200.02 100.05 
Vdet [v] 2.9818 1.9890 0.9949 2.9816 1.9907 0.9997 3.0213 2.0180 1.0132 3.0115 2.0109 1.0096 
Error [%] 0.63 0.57 0.53 0.64 0.47 0.09 -0.70 -0.88 -1.30 -0.37 -0.53 -0.91 
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5.3.6 電流検出回路 
 図 5.13 に示す電流検出回路には全て CT を適用した。CT は、磁気特性のホール素子
を用いて電圧情報に変換し検出するため絶縁回路が不要となる。しかし、検出インピー
ダンスが非常に大きいため電流リンギングが検出情報に重畳されてしまい、電流検出ノ
イズとしてデジタル変換される恐れがある。この検出時のホワイトノイズを除去するた
めに二段階フィルタの AMP 回路（UPC3403G2）を電流検出に適用した。電流検出回路
の変換ゲインは約 1/5 である。CT 検出電圧の最大値±15Vdc に対してデジタル変換の
入力電圧は約±3Vdc となり、AD 変換入力電圧の±5Vdc 以下となるように設計されて
いる。図 5.14 に検出結果の波形を示す。電流検出回路に入力電圧±15Vdc を印加した
ときの電流検出回路の出力電圧波形を示している。図 5.14 において、Iconvpv および
Ipcsin は電流検出回路への入力、Iconvpv_sig および Ipcsin_sig は電流検出回路の出力で
あり、±15Vdc が入力された時の出力が約±3V となっていることを確認できる。 
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Fig.5.13 Current detecting circuit with 2 stage filter [71] 
 
 
 
 
(a) Iconvpv current detected waveform (left: +15V input、right: −15V input） 
 
(b) Ipcsin current detected waveform (left: +15V input、right: −15V input） 
Fig.5.14 Current detecting circuit in input-output results [71] 
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5.4 自立電力供給実験システム開発と実験結果 
 図 5.15 と図 5.16 には、自立電源コンセントを用いた実験装置とスマート電力供給シ
ステムの自立型制御モードを示す。図 5.15 において三菱電機株式会社製の PCS ユニッ
トを使用した。さらに、実験のための自立型電力供給モードのユニット制御アルゴリズ
ムが、図 5.16 に示す。「バッテリー放電モード」と自立型電力供給システムの「PV 充
電モード」の 2 モードが NBDC 制御に用いられた。 
 
Fig.5.15 Experiment of smart power supply system in an isolated control mode [71] 
 
Fig.5.16 Algorism of smart power supply system in an isolated control mode [71] 
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5.4.1 太陽光発電モジュール 
 最大動作電圧が 23.6Vdc で、最大動作電流が 7.63Adc のセルが直列に 8 枚並び、その
列が 2 列で構成されている図 5.17 に示す太陽光発電モジュールを用いた。最大動作電
圧は 188Vdc である。この太陽光発電には、入力電圧 60Vdc 以上で運転を開始する PCS
が接続される。本研究で用いる太陽光発電システムの PCS 動作電圧範囲は、60Vdc～
188Vdc である。 
 
 
 
(a) PV array on Kyutech top-roof location 
 
(b) PV inside connected module 
Fig.5.17 PV generation system on Kyutech 10th building top-roof location [71] 
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5.4.2 自立電力供給システム実験結果 
 構築した自立電力供給システム連係電気自動車蓄電池装置の動作実験を 4 つのパタ
ーンにて行った。なお、この実験では 12V 鉛蓄電池（55B19L：Panasonic 製）を 6 個直
列に接続して 72Vdc のバッテリーとして使用した。これは、一人乗り用電気自動車
COMS（トヨタ車体製）を想定している。ここで本システムは前述の通り昇圧充放電、
降圧充放電が可能な装置であるが、今回の実験では、太陽光発電の出力電圧よりバッテ
リー電圧が常に小さいモデルとなっているため昇圧放電、降圧充電のみによる検証を行
い、充放電特性を確認した。 
 
5.4.2.1 EV 蓄電池連係 PCS 自立電力供給動作 
 バッテリーから電気自動車連係装置と PCS を介して負荷に電力供給を行う昇圧放電
の動作実験を行った。その実験結果を図 5.18 に示す。 
 
 Fig.5.18 Isolated power supply discharging experiment of PCS-NBDC with 72V battery [71] 
 
図 5.18 に示すように、バッテリーから電気自動車連係装置を介して PCS に電力を供給
し、その電力を PCS の自立コンセント（100VAC）から負荷（80W/170W/260W/320W）
に供給する。また、本研究で使用する太陽光発電の最大動作電圧は 188Vdc であるので、
72Vdc から 188Vdc となる NBDC 昇圧動作を行った。また、PCS の MPPT 制御部は、PCS
装置内に固定設置されている自動制御となっている。このときの各部の電流・電圧・電
力の測定結果を図 5.19 に示す。各部の測定箇所とその名称は図 5.18 に示す。この実験
は、PV が接続されないため非絶縁双方向 DCDC コンバータの太陽光発電側の各測定値
（Iconvpv、Vconvpv、Pconvpv）と PCS 入力側の各測定値（Ipcsin、Vpcsin、Ppcsin）は
同値を示す。 
 
 第 5 章 蓄電装置連係住宅用 PV-PCS 電力供給システムの開発 
九州工業大学大学院 生命体工学研究科 生体機能専攻 
- 86 - 
 
(a) Discharge current waveform 
 
(b) Discharge voltage waveform 
 
(c) Discharge power waveform 
  Fig.5.19 Isolated power supply discharging experiment results [71] 
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図 5.19 の電圧波形から、非絶縁双方向 DCDC コンバータ（NBDC）のバッテリー側
の電圧 72V（Vconvev）に対して PCS の入力側電圧（Vpcsin）が約 188Vdc に昇圧され
ていることが確認できる。 
それぞれの接続した負荷に対して、負荷に応じた電力供給を行うことができること
が電力波形から確認できる。このことから、構築した電気自動車連係装置を用いること
によって、PCS とバッテリーを接続することが可能となることが分かる。 
ここで、バッテリー側の電流（Iconvev）が振動しているが、バッテリー電圧（Vconvev）
は一定値を維持している。PCS 側では、電流値（Iconvpv）は一定に出力され電圧（Vonvpv）
には振動が見られる。放電電力を確認すると、バッテリー側放電電力（Pcovev）は振動
しているが、直流電力変換装置を介した PV 側への放電電力（Pconpv＝Ppcsin）は振動
が少ない放電電力状態を示し、PCS からの交流出力電力（Ppcsout）は各負荷 80、170、
200、320W に応じた一定出力（安定）となっていることを確認した。 
急峻な変化による制御装置の破損を防止するために半導体制御装置にはソフトスタ
ート動作を行って徐々に出力を行うモードがある。このために出力の立ち上がり時のソ
フトスタートによる制御状態が発生していると考える。バッテリー電圧が 72Vdc であ
り PV 電圧が 188Vdc であるため、約 2.6 倍（NBDC 損失を含めると約 3 倍）の差がバ
ッテリー側の出力電流に発生する。図 5.19(a)より Ipcsin(=Iconvpv)が約 1A のとき、バッ
テリー側出力電流（Iconvev）は約 3A 程度となることから動作は正常であると考える。
また、バッテリー側電圧が PV 電圧相当であれば、この振動はさらに小さくなると想定
できる。 
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5.4.2.2 PV 連係 PCS 自立電力供給動作 
 次に、太陽光発電から電気自動車連係装置を介してバッテリーに充電を行う降圧充電
実験を行った。その実験概要を図 5.20 に示す。また、各部の電流、電圧、電力の測定
結果を図 5.21 に示す。ただし、測定器はバッテリーの放電方向を正としているため、
電流、電力の値は負となる。 
 
 
 Fig.5.20 Isolated power supply charging experiment of PV-NBDC with 72V battery [71] 
 
 
図 5.21 (b) の電圧波形から、約 188Vdc（Vconvpv）で NBDC 装置に入力された電圧
が、バッテリーへ約 72Vdc（Vconvev）に降圧制御されていることが確認できる。また、
800W から 1000W 程度の太陽光発電出力を NBDC 装置によって充電制御していること
が確認できる。図 5.21 (c) より、Pconvpv と Pconvev の電力差が発生しているのは NBDC
装置による回路損失（IGBT スイッチング損失など）の影響によるものである。このこ
とから、構築した NBDC 装置を用いることによって、太陽光発電とバッテリーを接続
することが可能となることが分かる。ここで、NBDC 装置の充電動作（降圧制御）開始
前・動作終了後の Vconvpv の電圧が 188Vdc 以上となっているのは、このとき PV が解
放状態となるため解放電圧（29.5V×8）の約 230Vdc が計測されている。 
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(a) Buck charge current waveform 
 
(b) Buck charge voltage waveform 
 
(c)  Buck charge power waveform 
  Fig.5.21 Isolated power supply charging experiment results [71] 
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5.4.2.3 蓄電装置連係 PV-PCS 自立電力供給動作 
 次に、太陽光発電から電気自動車連係装置を介してバッテリーに充電を行う降圧充電
実験を行った。その実験概要を図 5.22 に示す。また、各部の電流、電圧、電力の測定
結果を図 5.23 に示す。ただし、測定器はバッテリーの放電方向を正としているため、
電流、電力の値は負となっている。 
 
 
Fig.5.22 Isolated supply discharging experiment of PV-PCS-NBDC with 72V battery [71] 
 
 
図 5.22 に示すように、PV-PCS 間に NBDC 装置を介してバッテリーを接続し、PCS
の自立コンセントに負荷を接続する。そして、PV の発電量が負荷 260W の動作実験を
行った。このときの、各部の電流、電圧、電力の測定結果を図 5.23 に示す。図 5.23 の
PV-ON の範囲では PV をシステムに接続し、PV-OFF の範囲では PV をシステムから切
り離している。このとき、電圧波形に着目すると、PV の接続・切り離し時に揺らぎが
生じているが、PV の最大動作電圧である約 188Vdc に昇圧動作できていることが分か
る。電力波形から、PV が ON になる PV-ON の範囲では、PV 発電電力の不足分をバッ
テリーが補っている動作を確認できる。図 5.23(c) から PV とバッテリーの電力を組み
合わせて負荷に電力供給を行う連係動作が確認できた。なお、PV が OFF のときは、バ
ッテリーから負荷に NBDC 放電動作によって電力供給を行っている。 
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(a) Current waveform 
 
(b) Voltage waveform 
 
(c)  Power waveform 
Fig.5.23 PV system connected operation results (PPV < PLoad) [71] 
 
 
 第 5 章 蓄電装置連係住宅用 PV-PCS 電力供給システムの開発 
九州工業大学大学院 生命体工学研究科 生体機能専攻 
- 92 - 
 
(a) Current waveform 
 
(b)  Voltage waveform 
 
(c) Power waveform 
Fig.5.24 PV system connected operation results (PPV > PLoad ) [71] 
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次に、PV の発電量が負荷よりも大きい場合の動作について実験を行った。このとき
の、各部の電流、電圧、電力の測定結果を図 5.24 に示す。ただし、ここではバッテリ
ーの放電方向を正にとっている。 
図 5.24 では、測定開始から 25 秒付近までは、NBDC 装置を動作させていないため、
PV 発電（Ppv）電力が、自立コンセントに接続された負荷（200W）に対して電力供給
を行っている（Ppcsout）。しかし、この場合は負荷以上の発電量を利用することはでき
ない。一方、NBDC 装置の動作開始後は、太陽光発電の発電（Ppv）電力の余剰分がバ
ッテリーに充電されていることが確認できる（Pconvpv、Pconvev）。 
 
 以上の実験結果から、本研究で構築した電気自動車連係装置を用いて、バッテリーか
ら PCS の自立コンセントを利用した電力供給及び、太陽光発電からバッテリーへの充
電を行うことが可能であることを確認することができた。また、太陽光発電システムと
バッテリーを連係し、太陽光発電の発電量が負荷より小さい時は不足分バッテリーから
補い、一方、太陽光発電の発電量が負荷より大きい時には余剰分をバッテリーに蓄電す
るといった動作を確認することができた。 
 これにより、電力系統負荷のピーク時には、特定の負荷を自立させて系統負荷を軽減
させることによってピークカットに貢献することができ、一方、災害時などの非常時に
各家庭が系統から遮断された場合においても、太陽光発電システムと電気自動車を用い
て安定な電源を確保することが可能となる。 
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5.5 まとめ 
 東日本大震災停電時には「太陽光発電が設置されていて晴天であっても、配電系統が
遮断されているとき、その電力供給ができない」という問題があったため、折角の電力
発生源を有効に活かすことができなかった。その教訓から近年の太陽光発電システムに
は自立コンセントが設置され、停電時でも PV が発電すれば自立電力を供給できる。 
本章では、電源系統遮断時でも電力を継続供給するための電力貯蔵装置連係システム
を提案した。これは NBDC を直流側に蓄電装置を連結する方式であり、電気自動車な
どの大型蓄電装置を用いることにより自立コンセント付太陽光発電システム（住宅用
PV-PCS システム）と組み合わせた自立電力供給装置となっている。 
ここでは、種々の蓄電池直流電源にも対応可能な電圧検出小型制御基板の開発、およ
び電流検出制御基板と IGBT 駆動用ゲート駆動回路、絶縁制御電源回路の配線を行い、
回路の諸特性を示した。特に、光学的絶縁電圧変換 IC（HCPL7800）を用いることによ
って誤差が小さい電圧検出の精度を確認した。この設計した制御基板を用いて蓄電装置
連係の PV-PCS 電力供給システム装置を構築し電気自動車蓄電池に各種 NBDC 制御の
動作実験を行い、電源系統遮断時にも自立運転電力供給を行えることを確認した。 
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第 6 章 結論 
 導入量が進んでいる太陽光発電システム出力変動を低減させる基本的な制御方式の
提案を行った。PV 出力変動を抑制するために EV 蓄電装置（バッテリー蓄電装置）の
充放電電力にて平滑化を行う手法を用いた。出力変動が大きい PV 変動実データの解析
波形から平滑化効果の大きい処理時間は 30min であるが、15min 処理時間のバッテリ
ー充放電電力量が 30min 制御の約半分となるため 2.88kW 容量の PV 出力変動には
15min 移動平均処理が適するとした。それぞれ晴天・曇り・雨天の 2.88kW 容量 PV 出
力実データの違いによる蓄電装置の最大充放電電力およびバッテリー電力量の特性検
討のための単純移動平均処理時間（5/15/30[min]）で解析を行った。NBDC 連係 PV-PCS
電力供給システムに PVFS-SMA 制御を適用した場合の特性確認では、雲による瞬時的
な PV 電力変動が発生する晴天の最大補償電力は 1000W 程度、快晴時の最大補償電力
は 500W 程度、曇り日または PV 出力が大きい曇り日の最大補償電力は 1200W、雨天
の最大補償電力は 500W 程度であった。この結果から PVFS-SMA 制御で補償する最大
充放電電力は、2.88kW 容量の PV 出力変動に対して 1000～1200W 程度で補償できる
ことを確認した。これれは、系統に大量 PV システムの導入による余剰電力状態に対し
ては直流充電制御を行って余剰電力を低減し、急速な出力変動に対しては急速な直流充
放電制御を行う PVFS-SMA 制御で低減できることを確認した。しかし、バッテリー電
力量の各天候比較では、PV 出力変動が非常に小さい快晴において SMA 処理時間の増
加と共にバッテリー電力量も増加する傾向を示した。PV 出力変動は極めて小さい場合
では充放電電力の最大値は小さくなるが、バッテリー電力量が定量的に増加した。これ
は SMA 制御の平均処理遅れ要素の影響であると推測する。PVFS-SMA 制御に停止モ
ード On/Off 動作を付加する制御の基本方式を提案した。これによりバッテリー定出力
量を半減できることを解析から確認した。しかし、PV 変動が極めて小さい場合の切替
制御の適用は、今後の詳細な制御特性の研究が必要である。 
次に、災害などの非常時の系統電源遮断によって電源喪失が発生した場合、電力供給
の継続を維持のために電気自動車を『移動可能な蓄電装置』と見立てて、住宅用太陽光
発電システムと EV 蓄電装置とを用いて提案システムによる自立電力供給の継続性に
ついて検討した。災害などの非常時に、戸建住宅へ 1 世帯が避難してきた状況を想定し
た。停電時に独立電源施設からの移動消費電力量を 20%として検討した。戸建住宅に
は PV-PCS システムと EV･1 台の設置と、避難 1 世帯から EV・1 台の追加を前提とし
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た。非常時の戸建住宅電力消費をとして通常使用量に非常時電力使用量を合わせた電力
消費量を基に、2 台の EV 蓄電容量と独立電源施設の電力運用「EV-2way 自立電力供給
方式」による解析を行った。晴天時には EV1 台で運用が可能であった。曇天時では 22
時に EV1 蓄電容量が 20%までに低下し、2 台目 EV2 切替にて 24 時まで電力供給継続
が可能であった。しかし、雨天時では 18 時に EV1 蓄電容量が 20%まで低下し、2 台目
EV2 切替で 24 時の EV2 蓄電容量は 30%に低下したが 1 日の電力供給継続が可能であ
ることを確認した。また、最低限の使用電力消費の運用を行うことで、さらに電力供給
継続時間を長くできると考える。「EV-2way 自立電力供給方式」は独立発電所から電力
充電輸送を行うシステムであり電力輸送時の道路ルートよって EV 蓄電移動消費電力
量が異なる課題があった。そこで、独立発電所からの EV 蓄電移動距離を想定し蓄電池
消費量の割合をコンター図（等値線図）として電力残量割合線[%]で示した EV 電力輸
送ルート移動消費推定マップを検討した。地図上と消費電力等値線図との比較から
5km～10km 道路ルートで移動消費電力が 20%領域であることを確認した。この領域に
おいて、災害時に生き残った設備（既設住宅用 PV-PCS システム）用いて停電状態でも
自立電力供給継続を行うことができることを示した。 
東日本大震災停電時には「太陽光発電が設置されていて晴天であっても、配電系統が
遮断されているとき、その電力供給ができない」という問題があり、折角の電力発生源
を有効に活かすことができなかった。近年の住宅用太陽光発電システムには自立コンセ
ントが設置され、停電時でもPVが発電すれば自立電力を供給できる。提案システムは、
NBDC を直流側に蓄電装置を連結する方式であり、電気自動車などの大型蓄電装置を
用いることにより自立コンセント付太陽光発電システム（住宅用 PV-PCS システム）と
組み合わせて自立電力供給装置を構築できる。自立電力供給システムを実現するために、
種々の蓄電池直流電源にも対応可能な電圧検出小型制御基板の開発し回路の諸特性を
示した。光学的絶縁電圧変換 IC（HCPL7800）を用いた高精度の電圧検出特性を確認
した。この開発した制御基板を用いて蓄電池連係 PV-PCS 電力供給システム装置を構築
し、電気自動車蓄電池に COMS72Vdc 想定の各種 NBDC 制御動作の実験確認を行って、
電源系統遮断時にも自立運転電力供給機能を果たせることを確認した。 
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第 7 章 将来展望 
 住宅用太陽光発電システムは 2014 年度導入状態では、新築戸建の注文住宅の約 40%
の導入実績がある[73]。今後 10 年間で現在の導入量より 2 倍の世帯に導入されていく
と予想されるが、売電を目的とした PV-PCS 構成が主流であるために、住宅用 PV-PCS
システムだけでは電力供給の継続効果は期待できないと考えられる。本研究で提案した
システムは、今後、導入が進む住宅用太陽光発電システムの大量導入においても同様の
電力変動の低減効果を期待できる。 
2014 以降、日本の気候状況は急変する天候が多発した。特に、夏に発生したスーパ
ー積乱雲による集中豪雨によって大規模な土砂崩れの発生や、河川堤防決壊による床下
浸水、雪がほとんど降らない地域での集中降雪による周辺地域隔離などの災害がこれに
あたる。災害によって電源インフラである系統電源が遮断され、長時間の停電状態に陥
る問題も発生する。このときに EV の蓄電装置を本研究で開発したシステムとの併設に
よって、ごみ発電所の発電電力を EV 蓄電装置に充電して避難所に移動させ、電源喪失
している家庭でも電気を長時間使用できるシステムが有効であると予想できる。 
今後、さらなる研究が必要であるが、平常時の PV 変動電力を安定的に系統連系させ
る制御システムの研究が行われていくなら、系統不安定要素の解消と共に、PV 出力制
御（出力抑制）にも EV 充放電制御を行って自立電力供給システムに切り替えた無駄の
ない電気使用を実現でき、自由な電力供給支援を行えると想定する。 
 本方式は、海外の住宅用 PV-PCS への技術水平展開が可能であるとともに、より系統
にやさしい制御が確立されていくものと期待でき、平常時・非常時において電力供給継
続によって人類社会に貢献されることが期待できる。さらに、ICT インフラ向上によっ
て GIS 運用展開から新アプリの登場によって、平常時・非常時でも即効性のある電力供
給継続の支援を行うことが可能である。 
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研究成果と博士論文各章の関係 
 研究課題に対する研究成果と各章の関係を以下に示す。 
再生可能エネルギーで最も導入が進んでいる太陽光発電システムにおいて出力変動問題
と災害での系統遮断時の電力供給継続の問題がある。大規模太陽光発電システムでは、PV
出力変動抑制や余剰電力および周波数調整対策として大型蓄電装置との直流連係による技
術が実用化されている。しかし、今後も導入がすすんでいく住宅用 PV-PCS システムには、
このような技術が展開されていない課題がある。 
 
第 2 章では、市場でまだ対応していない住宅用 PV-PCS システムの PV 出力変動を低減させ
る課題に対して、「研究成果の参考論文 1」を用いて EV 蓄電装置と住宅用 PV-PCS システ
ムとの直流連結の基礎的なシステム提案を行い、PV 変動実データを用いた変動抑制シミュ
レーションによって低減状況を明らかにしている。 
 
第 3 章では、災害などによる系統電源遮断時に住宅用 PV-PCS システムが停止する問題に対
し、第 2 章で提案したシステムの自立コンセントを用いた電力供給継続性の課題を検討し
ている。「研究成果の参考論文 2」を用いて避難住宅の消費電力を想定し EV-2way 方式に
よる電力供給継続性を明らかにしている。また「EV 蓄電装置を移動可能な蓄電装置」見立
てて、独立電源設備からの移動消費電力推定の基礎理論とその災害による迂回も可能とな
る道路ルート検索による電力輸送システムの消費電力分布を明らかにしている。 
 
第 4 章では、住宅用 PV-PCS システムの PV 出力変動を低減させる課題において、第 2 章で
提案したシステムに実データを用いた系統統連系による変動低減の最適制御の課題を検討
している。「研究成果の学術論文 1」を用いて系統連系時の PV 電力変動抑制による蓄電電
力の最適制御の選択と電力量低減手法による効果を明らかにしている。 
 
第 5 章では、以上に用いた提案システムの市販の住宅用 PV-PCS システムとの実動作におけ
る適応性の課題を検討している。「研究成果の学術論文 2」「研究成果の参考論文 3」を用
いて非絶縁双方向 DCDC コンバータ（NBDC）の小型の制御回路開発し、NBDC 連係の住
宅用 PV-PCS システム自立電力供給動作の実験確認から市販システムとの運用ができるこ
とを明らかにしている。 
 
本研究では、提案システムはユニバーサルに需要家に電力供給継続を行うことを課題とし、
将来、EV や PHEV などを「移動可能蓄電装置」とした電力供給継続の支援を行えることを
明らかにした。
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